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バイオエネルギーの持続可能性
― GBEP持続可能性指標について ―

山　本　　　充

は じ め に

　これまでの経済社会は石油や石炭という枯渇性エネルギー資源に大きく依存

し発展してきたが，その使用に伴う環境への負荷が大きく，気候変動や生態系

破壊などの環境危機をもたらしている。枯渇性エネルギー資源への依存度を低

減するため，自然エネルギーやバイオマスなどの再生可能資源を利活用する動

きが活発化している。とりわけ，バイオマスについては従来からの利用方法と

しては木質系資源の薪炭利用が代表的であるが，廃棄物の焼却熱の利用や家畜

ふん尿などからのバイオガスの生産や，近年では自動車の燃料代替としてサト

ウキビや米など農産物からのバイオエタノール生産，廃食用油からのバイオ

ディーゼル生産などが活発に行われるようになっている。

　このようなバイオエネルギー生産・消費の拡大に伴い必然的に原料となるバ

イオマス生産も拡大する。原料作物の栽培は，エネルギー価格と連動するため

低コスト生産が求められるため，低コスト生産に有利な途上国や新興国での生

産が拡大している。この生産拡大に伴う耕作地の新規開拓による熱帯林破壊な

どの環境破壊を招く，いわゆる環境問題のシフトが懸念されている。同時に，

原料作物の食料との競合も懸念されている。しかし，一方では新たな収入源と

しての期待も極めて大きい。

　こうした新たなエネルギー開発が環境破壊を生み出すこと無く生産が行われ

ることが望ましいことから，持続可能なバイオエネルギー開発が喫緊の課題と

なっている。わが国でも2002年12月に「バイオマスニッポン総合戦略」が閣議
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決定され，これを受けて環境省，農林水産省，経済産業省が連携して「バイオ

燃料導入に係る持続可能性基準等に関する検討会」を開催し，2010年３月に報

告書を公表している。

　また，国際社会においても原料生産者，バイオ燃料生産企業，輸送関連企業，

NGO，政府機関等の組織がメンバーなどにより組織される「持続可能なバイ

オ燃料に関する円卓会議（RSB：Roundtable on Sustainable Biofuels）」が

2011年に地球規模のバイオ燃料認証制度を創設している。さらに，2005年のグ

レンイーグルス・サミットにおけるＧ８＋５か国（ブラジル，中国，インド，

メキシコ，南アフリカ）首脳によるバイオエネルギーの持続的発展を目的とし

た組織設立の合意したことを受け，2006年に国際的組織「グローバル・バイオ

エネルギー・パートナーシップ（GBEP：Global Bioenergy Partnership）」が

設立された。GBEPでは，タスクフォースを立ち上げバイオエネルギーの持続

可能性に貢献するため科学的な基準・指標の作成作業が行われ，2011年５月に

バイオエネルギーの持続可能性指標を発表した。

　GBEPの持続可能性指標（以下GBEP指標と呼ぶ）においては，①バイオ燃

料との関連性，②実用性，③科学的根拠に基づくこと，④指標利用を義務化し

ないこと，などの原則がとられている。GBEP指標は，政府レベルで合意され

たバイオエネルギーの持続可能性指標である。本稿では，合意されたGBEP指

標を2011年12月に公表された各指標の定義や評価方法に関するレポート〔3〕

に基づき個別指標の推計方法や持続可能性指標としての適切性などを考察する。

１．GBEP指標の全体像

　GBEPのバイオエネルギー持続可能性指標は，表１～表３に示すようにバイ

オエネルギー生産を行う国や地域の環境・経済・社会の３側面1）から評価する

ものとなっている。指標は各側面でそれぞれ８個の個別指標を持ち，全体で24

1） GBEPでは柱（pillar）としている。



バイオエネルギーの持続可能性 89

個の個別指標から構成されている。各指標は定量的評価を基本としているが，

指標の総合化は行われていない。つまり，指標間の重要度は何も定義されてい

ない。GBEPでは前述の④指標利用を義務化しないことを原則としていること

から，指標利用は各国の自主性・自発性に委ねられている。指標利用者はそれ

ぞれのバイオエネルギーの生産・消費の実情に合わせた適切な指標を取捨選択

することになる。また，各側面の指標間の関係性も密接であるため，現状では

単純に統合して総合化することが困難である。従って，GBEP指標は指標利用

者間の比較は困難となる。

　しかしながら，後述するようにバイオエネルギーの輸出入などの取引関係が

発生する場合には，関係主体間での利用を促すことになる。例えば，バイオエ

ネルギー輸出国では指標を作成することで自国製品の持続可能性を客観的に示

すことで需要を促すことができる。一方，輸入国では自国の需要が他国の環境

問題を誘発することが無いとする根拠として指標作成を促すことができる。ま

た，こうした貿易を行わない場合でも，自国のエネルギー安全保障の評価や持

続可能性評価に指標を用いることも可能である。このようにGBEP指標はバイ

オエネルギーの視点から持続可能性を相互監視する役割を持つ。

　GBEP指標では，促進するバイオエネルギーサービスを暖炉や「かまど」で

使用する薪炭のような従来の利用方法ではなく，近代的エネルギーサービスと

して開発・普及させることを意図している。GBEPでは，近代的エネルギー

サービスをエネルギー効率と人間の健康に対する安全性の２つの基準で定義し

ている。エネルギー効率は燃料の発熱量に対する有効利用可能量というエネル

ギー利用効率であり，従来の燃料利用より高いこと，すなわちエネルギー損失

が少ないことを求めている。また，安全性については，特に燃料を燃焼させて

利用する場合において大気汚染物質などの排出が抑制されたシステム，火災事

故などに対して安全な燃焼装置であることなどを求めている。このため，暖炉

など煤煙を屋内外に発生させる可能性が高い従来の利用とは明確に区別してい

る。こうした区別はバイオエネルギーについても同様に行われ，これにより従

来のエネルギー利用との比較を行うことで，より効率的かつ効果的なエネル
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ギー利用を評価することを意図している。

　GBEP指標を推計するには，既存の統計データでは指標が着目する問題を十

分に表章できないものが少なくない。このため，データ整備のために詳細な調

査を必要とするので，そうした指標を採用する場合には制度的な整備も必要と

なるであろう。本稿では紹介は割愛するが，オランダではこの24個のGBEP指

標のうち既存統計データなどにより推計可能と判断された18個の指標値を推計

〔4〕している。

２．環 境 指 標

２．１　指標１：ライフサイクル温室効果ガス排出量

　バイオエネルギーの温室効果ガス（GHG：Green House Gas）ライフサイク

ル分析のGBEP共通枠組（GCMF：GBEP Common Methodological Framework）

〔2〕によって算定された国あるいは地域レベルでのバイオエネルギー生産と

その利用に伴うライフサイクル温室効果ガス排出量として示される。

　ただし，本枠組はLCA（Life Cycle Analysis）の具体的な分析方法や計算方

法を特定するものではない。GBEPでは，各国・地域の状況に応じてLCAに含

めることができる事柄に差異があることから特定の方法論に限定しないこと，

評価主体がバイオ燃料のLCAに何を含めているかを明確にすることで透明性

を高めること，の２点を原則としている。つまり，GCMFはGHGに関する

LCAの内容を明確にしたLCAの緻密性の証拠書類のようなものであるととも

に，本指標のデータ要件を示している。

　GCMFは以下の⑴対象とするGHGの特定，⑵バイオマス原料，⑶土地利用

変化，⑷バイオマス原料生産，⑸バイオマスの輸送，⑹燃料への加工，⑺副産

物と結合生産物，⑻燃料の輸送，⑼燃料使用，⑽代替される燃料との比較，と

いう10段階でGHGのLCAの詳細を記述する枠組を提供するものである。
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表１　GBEP環境指標

環境（Environmental Pillar）
指　　標 内　　　　　　　容

１．ライフサイクル
　　温室効果ガス排出量

GBEPのバイオエネルギー温室効果ガス・ライフサイクル分析の共通枠
組によって算定された国レベルあるいはコミュニティレベルでのバイオ
エネルギー生産とその利用に伴うライフサイクル温室効果ガス排出量
【計測単位：CO2等価量g-CO2/MJ】

２．土壌の質
土壌の質とりわけ土壌有機炭素に関して，バイオエネルギー原料が栽培
あるいは収穫される土地全体のうち維持管理あるいは改良される土地の
割合【計測単位：％】

３．木質資源の収穫水準
純成長量あるいは持続的生産量およびバイオエネルギー用収穫量の割合
と年間の木質資源収穫量【計測単位：体積m3/ha/年，トン/ha/年，m3/
年，トン/年，％】

４�．大気有害物を含む非
温室効果ガスの排出量

バイオエネルギー原料の生産と加工，原料・中間生産物・最終製品の輸
送および使用による大気毒性を含む非GHG大気汚染物質排出量，およ
び他のエネルギー資源との比較【計測単位：原料生産mg/ha，mg/
MJ，％，加工mg/m3，ppm，輸送と使用mg/MJ】

５．水利用と効率性

・�実質的な再生可能な水資源総量に対する割合（TARWR：Total Actual 
Renewable Water Resources）， お よ び 年 間 総 取 水 量（TAWW：
Total Annual Water Withdrawals）に対する再生可能・不可能別の
バイオエネルギー原料の生産・加工用の国内取水量の割合【計測単
位：％】

・�再生可能・不可能な水資源に分けたバイオエネルギー単位当たりのバ
イオエネルギー原料の生産・加工に使用された国内取水量【計測単
位：m3/MJ，m3/kWh；m3/ha，m3/トン】

６．水質

・�流域の農業生産全体の汚染負荷に対するバイオエネルギー原料栽培に
おける肥料・農薬散布に起因する流域汚染負荷量とその割合【計測単
位：窒素（N），リン（P），農薬散布量kg/ha/年，全窒素，全リン，
農薬散布量に対する流域負荷の％】

・�バイオエネルギー加工廃水に起因する流域汚染負荷量，および流域の
農業加工廃水による汚染負荷総量に対する割合

　�【計測単位：汚染物・BOD・CODに対する原料処理廃水の汚染レベ
ルmg/l，℃，電導率μS/m（マイクロシーメンス/メートル），pH，
年間汚染量kg/年（あるいは流域面積毎），kg/ha/年，流域の農業加
工廃水の総汚染負荷の％】

７．生物多様性

・�バイオエネルギー生産用に転換された高い生物多様性価値あるいは重
要な生態系を有する国土面積とその割合【ヘクタール，km2，％】

・�リスク評価に基づく外来種が栽培されているバイオエネルギー生産用
の土地面積とその割合【ヘクタール，km2，％】

・�保全手法が適用されているバイオエネルギー生産用の土地面積とその
割合【ヘクタール，km2，％】

８．バイオエネルギー
　�原料生産に関係する土

地利用と土地利用変化

・�国土面積，農地面積および林野面積と比較したバイオエネルギー原料
生産用の土地面積【計測単位：ha】

・�生産の増加，残渣物，廃棄物，劣化あるいは汚染された土地からのバ
イオエネルギー生産の割合【計測単位：％】

・�バイオエネルギー原料生産により直接引き起こされた土地利用タイプ
間の純転換率で以下を含む【計測単位：ha/年】

　・耕地，恒常的な作物栽培地や牧草地・放牧地，林野
　・�天然林，草地（サバンナを含み，天然の恒常的牧草地・放牧地は除

外する），泥炭地，湿地

参考文献〔３〕より作成。
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表２　GBEP社会指標

社会（Social Pillar）
指　　標 内　　　　　　　容

９�．新たなバイオエネル
ギー生産のための土地
の配分と保有条件

新たなバイオエネルギー生産による土地利用の（全体および土地利用タ
イプに対する）割合【計測単位：％】
・�法令あるいは国内行政当局による土地所有権と変更手続きが行われた

土地の割合。
・�法的な土地所有権の決定に対して現行の国内法制度および/または社

会的に受容された方法により行われた適法手続きが行われた土地の割
合。

10．食料価格と供給

国，地域そして/または世帯レベルで計測される主食を含めた代表的な
食料価格と供給に関するバイオエネルギー利用と国内生産への影響。た
だし以下を考慮する。【計測単位：トン，USドル，各国通貨，％】
・食料，飼料，食物繊維に関する需要の変化
・食料品の輸出入の変化
・天候による農業生産の変化
・石油およびその他のエネルギー価格による農業コストの変化
・�国，地域および/または世帯レベルにおける食料品価格の変動性と物

価上昇の影響

11．所得の変化

以下のようなバイオエネルギー生産による所得変化の影響
【計測単位：各国通貨/世帯（人）/年，％】
・バイオエネルギー関連部門における賃金
・�原材料を含めたバイオエネルギーの販売，バーター取引および/また

は自家消費による自営業の純所得

12�．バイオエネルギー部
門の雇用

・�バイオエネルギーの生産と使用に伴う正味の雇用創出の総数と内訳
（技能者/非技能者，常勤/非常勤）【計測単位：人/MJ，人/MW，％】

・�バイオエネルギー関連部門における雇用総数と「労働における基本的
原則及び権利に関する国際労働機関（新ILO）宣言」（1998）に準拠
した労働基準に適合している割合【計測単位：人，％】

13�．バイオマス収集のた
めの女性や子供の無償
労働時間の変化

バイオマスの伝統的な使用から近代的なバイオエネルギーサービス利用
に移行したことによるバイオマス収集における女性と子供の平均無償労
働時間の変化【計測単位：時間/週/世帯，％】

14�．近代的エネルギー
サービスへのアクセス
拡大のためのバイオエ
ネルギー

・�エネルギータイプ別，世帯・ビジネスの数で計測された（タイプ別の）
近代的バイオエネルギーによる近代的エネルギーサービスへのアクセ
ス増加の全体量と割合。

【計測単位：液体燃料ｌ/年，MJ/年，％，気体燃料m3/年，MJ/年，％，
固体燃料トン/年，MJ/年，％，冷暖房MJ/年，％，電力MWh/年，
MJ/年，MW/年，時間/年，％，実数】
・�近代的バイオエネルギーと伝統的なバイオマス使用について区分され

た世帯とビジネスのバイオエネルギー利用の総数と割合。
【計測単位：実数，％】

15�．屋内煤煙による疾患
と死亡数の変化

固形燃料の使用による屋内煤煙に起因する死亡率と疾患の変化と，改良
されたバイオマスベースの調理コンロを含めた近代的なバイオエネル
ギーサービスの増加による死亡率と疾患の変化【計測単位：％】

16�．労働災害，死傷事故
の発生率

バイオエネルギー関連部門の生産における労働災害や死傷事故の発生率
【計測単位：％】

参考文献〔３〕より作成。
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【�ステップ１】対象とするGHGの種類，適用する地球温暖化係数（GWP：

Global Warming Potential）とその情報源の確認である。デフォルトで列挙

されているGHGは，二酸化炭素（CO2），メタン（CH4），一酸化窒素（N2O），

ハイドロフルオロカーボン類（HFCs），パーフルオロカーボン類（PFCs），

六フッ化硫黄（SF6）である。これら以外のGHGを対象とする場合は，その

GHGを計上するようになっている。HFCsとPFCsについては具体名を記入

することとなっている。またGWPについては，IPCC（Intergovernmental 

表３　GBEP経済指標

経済（Economic Pillar）
指　　標 内　　　　　　　容

17．生産性

・�原料毎あるいは農場/プランテーションのバイオエネルギー原料の生
産性【計測単位：トンha/年】

・技術と原料の処理効率【計測単位：MJ/トン】
・�重量や容量，エネルギー量の年間単位面積あたりのバイオエネルギー

最終製品の生産量【計測単位：トン/ha/年，m3/ha/年，MJ/ha/年】
・バイオエネルギー単位当たりの生産コスト【計測単位：USドル/MJ】

18．純エネルギー収支比
ライフサイクル分析等による原料生産，バイオエネルギーへの原料の処
理，バイオエネルギー利用のエネルギー比率を含めた，他のエネルギー
源との比較したバイオエネルギーバリューチェーンのエネルギー比率
【計測単位：比率％】

19．粗付加価値 バイオエネルギー単位当たりの粗付加価値，および国内生産額（GDP）
に対する粗付加価値の割合【計測単位：USドル/MJ，％】

20�．化石燃料消費量およ
び従来のバイオマス利
用の変化

・�国産バイオエネルギーの石油代替効果としてのエネルギー量，および
化石燃料購入額の減少による年間貯金額【計測単位：MJ/年，MW/
年，USドル/年】

・�従来のバイオマス利用と近代的国産バイオエネルギーの代替エネル
ギー量【計測単位：MJ/年，MW/年】

21．職業訓練と
　資格再認定

バイオエネルギー関連部門の全労働力に占める職業訓練者の割合，およ
び全失業者に対するバイオエネルギー部門の資格再認定者の割合【計測
単位：％ /年】

22．エネルギー多様性
一次エネルギー供給総量（TPES：Total Primary Energy Supply）に
対するバイオエネルギー依存度の変化【計測単位：指標（０～１），
MJ/年】

23�．バイオエネルギー流
通のためのインフラと
物流

バイオエネルギー構成比の評価を加えた重要な流通機構のルートの数と
キャパシティ【計測単位：実数，MJ/年，m3/年，トン/年，MW，％】

24�．バイオエネルギー利
用のキャパシティと柔
軟性

・�各重要な利用経路に関する実際の利用とバイオエネルギーキャパシ
ティの比率【計測単位：比率％】

・�全キャパシティに対するバイオエネルギーあるいは他のエネルギー源
が使用できるという柔軟なキャパシティの割合【計測単位：比率％】

参考文献〔３〕より作成。



商　学　討　究　第63号　第２・３号94

Panel on Climate Change）の二次評価報告書の値を適用することがデフォ

ルトと見なされており，これ以外の情報源のGWPを適用する場合はその情

報源を明記するようになっている。

【�ステップ２】バイオマス原料に関する記述が求められる。ここでは，バイオ

マス原料を廃棄物由来と非廃棄物由来に区別される。また，これらとは別に

残渣をバイオマス原料とする場合の記載欄も用意されている。非廃棄物と廃

棄物については原料名を記載するようになっている。また，①所有者が廃棄

予定であった物質，②経済的価値が無いか負の価値2）を持つ物質，③利用が

不確定であった物質，④意図的に生産されず3），かつ加工せずには利用不可

能であった物質，⑤環境に悪影響を与えるおそれがあった物質，について廃

棄物の定義を記載することとされている。

【�ステップ３】土地利用の変化によるGHG排出に関する記述が求められる。

土地利用変化については大きく直接的土地利用変化（3a）と間接的土地利用

変化（3b）に分けて記載するものとなっている。まず，GHG排出の評価に

直接的土地利用変化，間接的土地利用変化およびこの両方の組み合わせが含

まれているかがyes/no質問で問われる。次に直接的土地利用変化（3a）に

関しては，その変化の期間の特定化が求められる。また，その土地利用変化

とバイオ燃料生産との関係についての記述が求められている。さらに，直接

的土地利用変化から算定されるGHGの排出および吸収/除去に関連する事柄

としてLCAのシステム境界，土地利用変化の変数，想定した土地利用トレ

ンド，除外した排出源，推計に使用したデータ源と算定方法などの説明が求

められている。また，直接的土地利用変化のタイプに関しては土地の類型ご

とに変化した面積や炭素貯留量（地上・地下の生体バイオマス量，枯死有機

物等）などに関する記述も求められる。間接的土地利用変化（3b）につい

ては，国内と海外の区別の有無，期間の特定化とバイオ燃料生産との関係に

2） 経済的価値が負であるということは逆有償で処理される廃棄物を意味する。
3） 副産物や結合生産物を意味する。
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ついての記述が求められ，詳述部では国内と海外に区分した記述となってい

る。詳述部は3aとほぼ同様な記載が求められているが，異なる部分としては

基準年やバイオ燃料の容積変化，土地類型の定義とベースラインとなる土地

被覆あるいは土地利用データセットに関する記述がある。

【�ステップ４】バイオマス原料生産に関係する直接的なGHG排出源と排出量

の特定である。具体的には，土地の利用と管理によるGHG排出源と吸収源

および設備機器や肥料・農薬等の製造過程やエネルギー消費のGHG排出源

について下記の項目がチェックリストとして示されている。

　◦　土地の利用と管理によるGHG排出源と吸収源

　　�　農業/林業用機械の運転に由来する排出

　　�　灌漑に使用されたエネルギーに由来する排出

　　�　原料調達に使用されたエネルギーに由来する排出

　　�　原料輸送に使用されたエネルギーに由来する排出

　　�　石灰/ドロマイト施用に由来する二酸化炭素排出

　　�　窒素肥料施肥に由来する一酸化窒素排出（直接，揮発，流出/溶脱別）

　　�　ふん尿の施用に由来する一酸化窒素排出（直接，揮発，流出/溶脱別）

　　�　�他の肥料（堆肥等）施用に由来する一酸化窒素排出（直接，揮発，流

出/溶脱別）

　　�　メタン排出

　　�　�土壌中の有機炭素の純変化（ステップ３の土地利用変化によるもので

はなく管理行為によるものとして）

　◦　GHG排出源

　　�　農業/林業用機械の製造過程

　　�　建築物の建設過程

　　�　投入肥料の製造過程

　　�　投入農薬の製造過程

　　�　購入したエネルギー（電気，輸送燃料など）

　　�　種子の生産
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　�　また，上記のチェック項目に対する排出量の参照値と前提条件を記述する

ことが求められている。

【�ステップ５】原料となるバイオマスの輸送における輸送形態（商品形態），

輸送過程（経路），輸送手段および復路の状態（空荷か他の利用か）に関す

る記述が求められる。また，GHG排出に考慮した輸送過程の特定，輸送に

よる排出の配分割合や配分方法の記載も求められる。

【�ステップ６】燃料への加工プロセスにおけるGHG排出を明確にする段階で

ある。ここでは，加工過程で使用された水や化学物質等の投入に関連した

GHG排出の評価方法，加工過程で使用されるエネルギーに関連したGHG排

出の評価方法，廃棄物や漏出物に起因するGHG排出の考慮の有無，プラン

ト建設に関連するGHG排出の評価方法等に関して記述するものとなってい

る。

【�ステップ７】副産物と結合生産物に関係するGHG排出を明確にする段階で

ある。これらの定義と分析方法についての記述が求められ，主産物との

GHG排出量配分の方法（重量，エネルギー量，市場価値）についても記述

するものとなっている。

【�ステップ８】バイオ燃料の製造から最終使用までの輸送に係るGHG排出に

関する記述である。基本的に求められている記載事項はステップ５とほぼ同

様であり，ステップ５と併せると輸送過程におけるGHG排出のLCAとなる。

【�ステップ９】バイオ燃料に使用に関する記述である。ここでは発電や熱供給

などの固定排出源と，輸送用燃料としての使用（移動排出源）に分けて記述

が求められる。固定排出源については，燃料の用途，燃料の変換/燃焼方法，

電気や熱エネルギーへの変換における使用工程での効率，コジェネレーショ

ンの利用有無，コジェネレーションにおけるGHG排出量の電気・熱への配

分方法，一酸化窒素やメタンなど二酸化炭素以外のGHG排出の計上，バイ

オ燃料と化石燃料との混合などに関する記述が求められている。移動排出源

に関しては，単位エネルギー当たりの移動距離やエネルギー効率，排気ガス

に関する分析方法などの記載が求められる。
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【�ステップ10】最後は代替される燃料との比較である。ここでは，バイオ燃料

のLCAと代替燃料/エネルギー生産システムのLCAが同程度の緻密さで比較

可能となっていることが求められている。また，このステップの後段では，

GHG排出の移動発生源と固定発生源に分けた記述を求めている。まず，代

替燃料/エネルギー生産システムとバイオ燃料のLCAの不一致点，両者のシ

ステム境界，代替燃料のLCA方法，対象としたGHGの種類に関する記述，

さらには代替燃料/エネルギー生産システムにおける排出源（建物と施設，

輸送手段とインフラ，機械の製造，インフラに含まれる他の排出源）の特定

化が求められている。次いで，移動排出源における代替に関して以下のよう

な記述が求められている。

　①�　原油特性として原油の種類（在来型原油，オイルサンド，重油），燃料

起源（地域，精油所等），燃料特性の適用条件（世界平均，地域限定）な

どに関する記述

　②�　抽出/生産前の排出の計上有無（計上時の排出源に含まれるものや地理

的/時間的範囲の特定，その計算方法）に関する記述

　③�　抽出/生産からの排出に含まれるもの（掘削における燃料燃焼，装置か

らの一次的なメタン排出，タービンと圧縮機における燃料燃焼，ヘリコプ

ターと補給艦の移動による排出，電気・化学物質の使用），天然ガスの排

出で計上されるもの（天然ガスフレアからの排出，燃焼装置からの排出，

天然ガスの再注入からの排出，天然ガスの直接使用からの排出，天然ガス

の他の加工からの排出，液体を除くためのガス処理場所からの排出，抽出

された液体からの排出，電気生産からの排出），GHG排出量の原油と天然

ガス生産への配分方法，および副産物を他に抽出/生産するための排出の

計算方法に関する記述

　④�　原油の製油所への輸送（輸送距離，輸送方法，輸入される原油について

国内・海外または合計の輸送に係る排出の区別，復路の輸送便への考慮，

再ガス化プラントからの排出の考慮，生産/輸送システムにおける液化天

然ガスの使用）に関する記述
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　⑤�　精製における排出に関する記述として精製の特徴，精製からの直接的な

排出の算定方法，および触媒や溶媒などの化学物質の排出（一次的な排出

の考慮，水素製造のための排出と製造工程，購入・（自家）発電した電気

の排出，廃棄物と漏洩からの排出，精製所の副産物/結合生産物に関する

排出に関する考慮や計算方法）に関する記述

　⑥�　燃料使用前の輸送/配送について，輸送距離，輸送方法，輸入される燃

料についての国内・海外または合計の排出と計算方法，復路への考慮など

に関する記述

　⑦�　燃料使用による排出については，バイオ燃料との同等性の定め方（エネ

ルギー量，単位エネルギー当たりの距離），エネルギー効率性の組み込み方，

排気ガスの配慮方法に関する記述

　一方，固定排出源については，上記の①から⑥を参照して代替されたエネル

ギーの抽出/製造/輸送の技術，方法論および算定データに関して記述が求めら

れるほか，燃料の使用に関してはバイオ燃料システムとの同等性，バイオ燃料

システムによる代替を前提とした石油燃料の形態と前提条件，代替した電気/

熱の生産の定義方法（国の平均値，需要により変動する限界生産，選択理由と

前提条件など），発電/発熱のエネルギー効率とその使用方法，気化による排出

の計算方法，変換/燃焼技術および微量ガスを含めた排出の計算方法などの記

述が求められる。

　GCMFは，とりわけ評価主体によって利用可能なデータとLCAシステム境

界の設定に相違がある可能性が非常に高いことが算定される指標値間の整合性

に関する限界と認識しており，このため多くの事例により経験的に改良される

ことを期待している。さらには，間接的な土地利用変化や土地利用変化の基準

年，多目的な農産物，一酸化窒素排出量，排出源の時間範囲の違いと非焼成生

産物における炭素貯留のような利用可能な貯留源（吸収源）の取扱方法なども

指標値に大きな影響を与えることに注意を喚起しており，これらの分析方法の

開発・進展に期待していると思われる。なお，GHG排出量は生産されたバイ

オエネルギーの単位熱量あたりのGWPとして提示される。
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２．２　指標２：土壌の質

　この指標は土壌品質に対するバイオエネルギー生産の影響を監視することを

目的として，バイオエネルギー原料が栽培あるいは収穫される土地全体に対す

る土壌の質，とりわけ土壌有機炭素（SOC：Soil Organic Carbon）が維持あ

るいは改善される土地の割合として示される。そうした土地の割合が高いほど

バイオエネルギー生産の持続可能性が高いと評価される。本指標は，次の５つ

の土壌劣化要因とこれらの相互作用に着目したものである。

　①　減少した炭素と土壌生産力に関係する土壌の有機物質の喪失

　②　（特に肥沃な表土の）土壌損失を引き起こしている土壌浸食

　③�　植物の成長に悪影響を及ぼす可能性がある潅漑水や不適切な排水からの

鉱物塩（塩化作用）の土壌蓄積

　④　流水と水貯留を減少させ，根の成長を制限する土壌圧密

　⑤　集約的な収穫などによる植物栄養分の損失

　データ要件として，データは複数のポイントで数年にわたり繰り返し計測さ

れ基準となるデータ（これも複数年にわたり収集されることが望ましい）と比

較されなければならない。基準年は，生産地において最初にバイオエネルギー

原料栽培が行われた年，あるいは現在のバイオエネルギー原料生産が開始され

る１年前，あるいはこれらのデータがない場合は利用可能なデータの初年とさ

れる。

　特定の情報としては以下があげられている。

　◦��　�バイオエネルギー原料が栽培あるいは収穫される全土地面積（ha，

km2）

　◦�　�各バイオエネルギー生産地のSOC含有量（mg（有機炭素）/g（土壌標

本））

　◦�　�土壌の質的低下のリスクが高い地域に限っては，現場の規模評価や地図

情報に基づいた養分損失，浸食，土壌圧密や塩化作用のリスク要因に関

するデータが必要とされる。これらは面積で要約することが有用である

（例えば，５度以上の斜面にある生産地はXkm2）。
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　◦　リスクアセスメントによる以下の情報

　　　�　浸食リスクの増加の場合：生産現場における土壌安定化に関する情報

　　　�　土壌塩化リスクの増加の場合：生産現場における土壌の電気伝導度の

データ

　　　�　土壌圧密のリスク増加の場合：生産現場における土壌のかさ密度の

データ

　例えば，情報不足のため炭素含有量と他の土壌パラメータの適切なフィール

ド測定値がない場合には，土壌の質の高い改善の程度は土壌の質を維持または

向上させるための措置が施されている面積で表されるような指標7.3（生物多

様性）と類似のアプローチを開発することの可能性が示唆されている。つまり，

バイオエネルギー原料の生産に使用される全土地面積のデータと，何らかの方

法で適切に土壌管理が行われている土地面積のデータを用いることで本指標は

算定できる。

　土壌の質を維持するために土壌管理の実践が重要であることから，土壌管理

のベストプラクティスの実用化を促進するための取り組み（訓練，技術支援，

研究投資などを含む）を考慮することもバイオエネルギーの持続可能性の評価

には重要である。SOCと土壌の質の他の側面を維持または向上することを目

的とした管理技術に関する情報やベストプラクティスを特定し共有することは

持続可能性に貢献する。

　土地利用と土壌管理の実践の結果として表土における急速で高い値の変化が

起こる可能性があることから，この指標は原則，個々のバイオエネルギー生産

地域の現場レベルの測定に依存する。したがって，例えば既存のSOC含有量に

関する広域または国のデータセットが基準として有用である可能性は低いが，

リスク評価とモデリングの基礎として非常に有用であると思われる。さらに，

浸食による実際の土壌損失の計測は困難であるため，実践された土壌の安定化

対策の報告が浸食や浸食防止の代理指標として提案されている。

　以上のように，土壌の質に関する指標は自然科学的に計測されたSOCデータ

等を土壌管理の科学的な裏付けデータとして使用し，指標値としてはその裏付
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けに基づく面積データを使用して算定されるものとなっている。

２．３　指標３：木質資源の収穫水準

　本指標は，バイオエネルギーに利用される木質資源の収穫状況を純成長量や

持続的生産量（Sustained yield）との関係から監視することを目的としている。

すなわち，森林の再生力を超過した伐採や森林資源のバイオエネルギー利用の

状況を監視・評価する指標である。また，本指標は指標１（GHG排出量），指

標２（土壌の質），指標５（水利用と効率）および指標６（水質）と関連する。

純成長量や持続的生産量を基準データとして使用することは，木質資源のス

トックを減少させること無く，資源再生力を保持した状態で木質資源のフロー

を持続的に利用していることを明示することとなる。

　本指標の算定には，森林所有者や管理者が森林の成長量と持続的生産量を森

林の地理的条件や気候条件，植生状態，森林タイプなどから適切に把握し，森

林管理計画を策定していることが必要である。また，森林資源の収穫・利用状

況についても同様に把握されることが求められる。しかしながら，主に市場の

流通経路に入る資源についてはその需給に関する統計データが利用可能である

が，除伐材や切捨間伐材など林地残材の利用状況や，私有林における薪の自伐

による利用などについては統計的には把握されていないので調査が必要と思わ

れる。わが国ではこうした林地残材や自伐材の利用量は，森林資源の利用量全

体と比較すると相対的に少ないと思われるが，特に自伐利用については発展途

上国における森林破壊と関係する重要な事象である。

　わが国における現在の森林計画制度は，平成13年７月に改正された森林・林

業基本法と森林法に基づき平成14年４月１日からスタートしている。そこでは，

重視すべき森林の機能に応じて森林を「水土保全林」，「森林と人との共生林」，

「資源の循環利用林」の３つに区分し，区分に応じた望ましい森林施業を誘導

することとしている。この区分は，農林水産大臣がたてる『全国森林計画』に

おいて，民有林については都道府県知事がたてる『地域森林計画』において区

分する際の基準が示され，これに基づき，市町村長がたてる『市町村森林整備
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計画』において，実際の森林が区分される。さらに私有林については，30ha

以上のまとまりのある森林を対象として森林所有者が市町村森林整備計画に基

づき，『森林施業計画』を自発的意思に基づき策定することできる。また国有

林については，森林管理局長がたてる『国有林の地域別の森林計画』において

具体的な区分が行われる。

 　「水土保全林」とは，水源かん養，山地災害の防止を重視する森林であり，

その望ましい姿とは「樹木間の空間が確保され適度な光が射し込むことにより

下層植生が生育し，落葉等の有機物が土壌に豊富に供給されており，また，下

層植生とともに樹木の根が深く広く発達することにより土壌を保持する能力に

優れ，さらに，水を浸透させる土壌中のすき間が十分に形成されることにより

保水する能力に優れた森林であり，必要に応じて土砂の流出及び崩壊を防止す

る施設等の治山施設が整備されている森林」とされる。

 　「森林と人との共生林」とは，森林生態系の保全・生活環境の保全や森林

空間の適切な利用を重視する森林であり，その望ましい姿とは「原生的な自然

環境を構成し，貴重な動植物の生息・生育に適している森林，街並み，史跡，

名勝等と一体となって潤いのある自然景観や歴史的風致を構成している森林，

騒音や風等を防ぎ生活に潤いと安心を与える森林，身近な自然や自然とのふれ

あいの場として適切に管理され，住民等に憩いと学びの場を提供している森林

であり，必要に応じて保健・文化・教育的活動に適した施設が整備されている

森林」とされている。

　また，「資源の循環利用林」とは，木材等の生産を重視する森林であり，そ

の望ましい姿は「林木の生育に適した土壌を有し，木材として利用する上で良

好な樹木により構成され，成長量が高く，二酸化炭素の固定能力が高い森林で

あって，一定のまとまりがあり，林道等の基盤施設が適切に整備されている森

林」とされている。

　バイオマス利用の対象となる森林は，上記の３区分では主に「資源の循環利

用林」であろう。したがって，この森林を対象とした純成長量や持続的生産量

が推計される必要がある。ただ，こうしたデータは厳密には森林を構成する樹
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種や地理および気候条件に大きく影響されるため，個別単位で推計されたデー

タを積算できることが求められる。さらには，森林の詳細な統計データは，天

然林・人工林，針葉樹・広葉樹，国有林・民有林のような区分で表章されてい

ることから，こうした森林計画との整合性も図られた地域別データの提示も行

われる必要があろう。なお，これら３区分に対応したデータとしては，面積と

蓄積量に関するものが提供されており，全国ベースにおいては，立木地につい

て人工林が育成単層林と育成複層林の面積と針葉樹・広葉樹の蓄積量が，天然

林では育成単層林，育成複層林および天然生林の面積と針葉樹・広葉樹の蓄積

量が示され，無立木地については伐採跡地と未立木地別の面積とそれぞれにお

ける針葉樹・広葉樹の蓄積量が示されている。一方，都道府県別データでは，

３区分別の面積と蓄積量のみが提示されている。

　 ま た， 持 続 的 生 産 量 は 最 大 持 続 生 産 量（MSY：Maximum Sustained 

Yield，あるいはMaximum Sustainable Yield）の概念に基づくもので，森林

の場合はファウスマンの理論による収穫循環周期が代表的なモデルであるが，

当該生物資源に対する採取目的以外の人間活動の影響やその他の要因による減

少分を差し引いた再生可能な数量を示す指標として最適持続可能収量（OSY：

Optimum Sustainable Yield）という概念も提唱されており，より適切な基準

の開発・選定が必要と思われる。したがって，比較する基準データとしては統

計的にデータ提供されている国有林などの成長量を使用することが現時点では

現実的であると思われる。

２．４　指標４：非温室効果ガスの排出量

　本指標は，バイオエネルギー原料の生産と輸送，バイオエネルギーへの加工，

バイオエネルギー中間製品と最終製品の輸送，およびバイオエネルギーの使用

において排出される大気汚染物質を中心として非温室効果ガスの排出状況を監

視・評価する指標である。このため，指標は次の４つの側面（原料生産，加工，

輸送，使用）に着目したサブ指標から構成される。

　サブ指標4.1：バイオエネルギー原料生産における非GHGの排出
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　サブ指標4.2：バイオエネルギー原料の加工における非GHGの排出

　サブ指標4.3：�バイオエネルギー原料，中間製品および最終製品の輸送にお

ける非GHGの排出

　サブ指標4.4：バイオエネルギーの使用による非GHGの排出

　評価対象となる具体的な非GHGは，粒子状物質（PM2.5，PM10
4）），窒素酸化

物（NOX），二酸化硫黄（SO2），一酸化炭素（CO），揮発性有機化合物（VOC：

Volatile Organic Compounds）などの大気汚染物質である。わが国では，粒子

状物質は浮遊粒子状物質（SPM：Suspended Particulate Matter5））として環境

基準で粒径10µm以下のものと定義しており，データとしてはSPMを使用する

ことになる。

【サブ指標4.1】バイオエネルギー原料生産における非GHGの排出

　バイオエネルギー原料生産における非GHGの排出源としては，わが国では

主に農業機械・設備があげられるが，原料生産に関係して野焼きなどが行われ

る場合や作物残渣の焼却が行われる場合などでは，これらによる大気汚染物質

の排出を算定・計上することが求められる。また，途上国などでは，原料作物

の栽培に関係した野焼きによる開墾や焼畑農業による排出を計上することとな

る。ただし，栽培面において野焼きという行為が特定の農業には必要性が高い

場合があることに留意すべきである。場合によっては野焼きを別の方法で代替

することが新たな（別の）環境問題等を引き起こす。

　指標値は，基本的に原料栽培に使用された耕作地の面積あたりの排出量，あ

るいは生産されたバイオエネルギーの熱量あたりの排出量として提示される

が，野焼きや焼畑が関係する場合では二重計算とならぬようこれらの面積も含

めた土地面積を使用することとなる。なお，代替的な指標値としてバイオエネ

ルギー原料栽培に使用された農地面積に対する野焼きや焼畑などで焼却された

土地面積の割合で表現する方法も示されている。農業機械設備が排出源となる

4） Particulate Matterの略でPM2.5は空気力学径が2.5µm以下の粒子，PM10は空気力
学径が10µmとなる粒子のこと。

5） 粒径分布ではPM2.5<SPM<PM10となる。
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場合，排出量の算定過程では，機械設備に投入された燃料のエネルギー（熱量）

あたりの排出原単位が使用されるが，指標では生産されたバイオエネルギーの

単位熱量あたりの非GHG排出量として提示することに注意が必要である。

【サブ指標4.2】バイオエネルギー原料の加工における非GHGの排出

　バイオエネルギー原料の加工における非GHGの排出とは，原料から燃料へ

と加工する過程における排出である。つまり，バイオ燃料製造プラントが主た

る排出源となるが，原料から最終製品の燃料に加工されるまでの過程で，異な

る設備やプラントによる中間製品が製造される場合には中間製品の製造場所と

最終製品の製造場所の双方が排出源となる。

　指標値は，有効エネルギー単位あたりの排出量として提示されるとされてい

るが，単位がmg/m3と示されていることから製造されたバイオ燃料の体積を

単位としているように思われ，そうであれば4.1の指標値との関係から生産さ

れたバイオエネルギーの単位熱量あたりの排出量として換算表示することも可

能でこれによりサブ指標を統合することができる。一方，GBEPではこの指標

について，大気汚染物質の濃度変化にも着目することを推奨している。これは

大気汚染物質の拡散状況と関連してホットスポット6）が発生することに考慮し

ているためで，本指標（指標４）によるホットスポット発見の包括的な分析を

促している。このため，本サブ指標の表示単位をppmとすることも考慮されて

いる。

【サブ指標4.3】バイオエネルギー原料，中間製品および最終製品の輸送にお

ける非GHGの排出

　このサブ指標は，バイオエネルギーのライフサイクルにおける輸送過程のみ

に着目した指標である。バイオエネルギー原料生産地から加工サイト，中間製

品の輸送，最終製品であるバイオ燃料の最終消費者までの輸送の各段階におけ

る非GHGの排出を評価するものである。指標値は，生産されたバイオ燃料の

6） 局地的に何らかの値が高かったり，何らかの活動が活発であったりする地点・場
所のこと。
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単位熱量あたりの排出量で示される。バイオエネルギーの生産システム計画な

どでの活用を考えた場合は，生産施設（加工施設）の立地場所の選択，輸送手

段の選択などに活かすには輸送距離や輸送効率等を変数とした関数を最適化す

ることも有用であろう。輸送距離の最小化はバイオエネルギーの持続可能性を

高める。指標値は生産されたバイオエネルギーの単位熱量あたりの排出量で示

される。

【サブ指標4.4】バイオエネルギーの使用による非GHGの排出

　本サブ指標は，最終製品であるバイオ燃料の使用時に発生する非GHGの排

出量を評価するものである。このサブ指標の推計においては，バイオエネルギー

により代替された従来のエネルギーとの比較が重視される。これによりバイオ

エネルギー利用による非GHG排出面の改善効果が評価できる。指標値は生産

されたバイオエネルギーの単位熱量あたりの排出量で示される。

　以上の４つのサブ指標を統合することで非GHGのLCA分析が可能となる。

２．５　指標５：水利用と効率性

　本指標は，バイオエネルギー原料の生産とバイオエネルギーへの加工に使用

される国内起源の水資源量を評価する指標である。指標は，水利用量（5.1）

と利用効率（5.2）の２つのサブ指標に大別される。サブ指標5.1は再生可能な

水資源総量（TARWR）に対するバイオエネルギー原料生産と加工に使用され

た再生可能な水資源量の割合（5.1a），再生可能・不可能別の利用量内訳が明

示された年間の総取水量（TAWW）に対する割合（5.1b）として示される。

　サブ指標5.2は，再生可能・不可能別のバイオエネルギー単位量あたりの利

用量として表されるが，これはさらに生産されたバイオエネルギー原料トンあ

たりの原料生産に使用された水利用量（5.2a），生産されたバイオエネルギー

単位量あたりの原料加工に使用された水利用量（5.2b），および生産されたバ

イオエネルギー単位量あたりの原料生産と加工に使用された水利用量（5.2c）

として示される。いずれも原料生産あるいは加工が行われた流域単位で示すこ

ととされ，5.2cについては原料生産とバイオエネルギーへの加工が同一の流域
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で行われた場合に示されるものとなる。GBEPでは水利用と水消費を明確に区

別している。生産に投入された水は，一部は生産物に含有され，一部は生産プ

ロセスで蒸発散するため，生産プロセスから廃水として排出される水量は一般

に投入量より小さくなる。このような生産物の含水量や蒸発散する水の量を消

費量としている。一方，水利用とは生産プロセスに水を投入することを意味し

ており，水利用に関する本指標はバイオエネルギー生産のために取水された水

資源量が資源賦存量との関係から他の用途との競合を評価しようとするものと

なっている。

【サブ指標5.1】水資源利用指標

　サブ指標5.1は，バイオエネルギー生産に関係した水利用が，飲料水や工業

用水，農業用水，および自然生態系などの他の水需要との競合状態を評価し，

バイオエネルギー生産が水不足を生み出さないことを監視する指標で，バイオ

エネルギー生産における水資源の利用可能性を示すものである。それゆえに，

本指標は河川流域などの水資源供給源を基本的単位として表章され，水資源管

理に有用な情報としなければならない。また，水資源の再生可能・不可能性の

評価も重要である。再生可能な水資源は，種々の使用による水資源の減少が比

較的短期間で降雨などの自然な水循環プロセスにより元の資源状態に回復でき

る水源を意味する。一方，再生不可能な水資源とは元の資源状態にまで回復す

るためには非常に長期間を要する水源を意味する。このような意味合いから，

再生可能な水資源は水資源のフローを利用できることであり，再生不可能な水

資源は化石燃料のように利用はストックに依存するしかない水資源ということ

になる。つまり，フローによる水の補給が無い（あるいは微少である）湖沼や

地下深部帯水層などが再生不可能な水資源となる。

　【サブ指標5.1a】　　％＝（Wbioenergy_ren／TARWR）×100

　　　　　　　　Wbioenergy_ren ＝ Wfeedstock_ren ＋ Wprocessing_ren

　【サブ指標5.1b】　　％＝（Wbioenergy／TAWW）×100

　　　　　　　　Wbioenergy＝（Wfeedstock_ren＋Wfeedstock_nonren）

　　　　　　　　　　　　＋（Wprocessing_ren＋Wprocessing_nonren）
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　ここで，

Wfeedstock_ren：�バイオエネルギー原料生産に使用された再生可能な水利用量

Wfeedstock_nonren：�バイオエネルギー原料生産に使用された再生不可能な水利用量

Wprocessing_ren：�バイオエネルギー加工に使用された再生可能な水利用量

Wprocessing_nonren：�バイオエネルギー加工に使用された再生不可能な水利用量

　である。

　また，バイオエネルギー原料生産と加工のそれぞれにおける水利用量を再生

可能・不可能別の水利用量から下記のように定義することで，TARWRと

TAWWに対する比率を用いて他の用途との比較も可能となる。

　　Wfeedstock＝Wfeedstock_ren＋Wfeedstock_nonren

　　Wprocessing＝Wprocessing_ren＋Wprocessing_nonren

　ここで，

Wfeedstock：バイオエネルギー原料生産に使用された水利用量

Wprocessing：バイオエネルギー加工に使用された水利用量

である。

　TARWRおよびTAWWに関する各国データは，FAOのAQUASTAT7）とい

うデータベースなどから入手することが可能である。国連ではTARWRに対す

るTAWWの割合が10％未満であれば水ストレス8）は低く，10～20％で中程

度，20～40％で中の上，40％を超えると高い水ストレスであるとしている。ま

た，国連では１人あたりの年間利用可能な水量が1,700m3未満となる状態を水

ストレス状態，さらに1,000m3未満の状態を水不足と定義している。

⑴　水ストレスと本指標の関係

　ところで，上記のサブ指標5.1は，利用可能な水資源量に対するバイオエネ

ルギー生産における水資源の使用割合を示している。つまり，飲料水や工業用

7） http://www.fao.org/nr/water/aquastat/main/index.stm
8） 水の需給が逼迫すること。



バイオエネルギーの持続可能性 109

水，農業用水，および自然生態系などの他の水需要との競合状態を評価できる

ものとはなっておらず，バイオエネルギー生産以外の水利用を考慮しなければ

水資源の逼迫を評価できない。そこで，バイオエネルギー生産以外の人的水利

用（自然生態系の水需要を除く）を次のように表す。

　Wothers：バイオエネルギー生産以外に使用された水利用量

　Wothers_ren：バイオエネルギー生産以外に使用された再生可能な水利用量

　Wothers_nonren：�バイオエネルギー生産以外に使用された再生不可能な水利用量

　また，Wothers＝Wothers_ren＋Wothers_nonrenである。

　これらを含めることで水利用全体が水資源量に対する影響度を割合として表

現できる。

　よって，再生可能な水資源については，

　◦　�％＝｛（Wbioenergy_ren＋Wothers_ren）／TARWR｝×100：【指標5.1a-T】

水資源全体については，

　◦　％＝｛（Wbioenergy＋Wothers）／TAWW｝×100：【指標5.2b-T】

という指標が算定できる。これらをサブ指標5.1a-T（I5.1a-Tと表す），サブ指標

5.2b-T（I5.2b-Tと表す）と定義する。

　従って，（I5.1a-T，I5.2b-T）＜10％であれば低い水ストレス，10％≦（I5.1a-T，I5.2b-T）

＜20％であれば中程度の水ストレス，20％≦（I5.1a-T，I5.2b-T）＜40％であればやや

高い水ストレス，40％≦（I5.1a-T，I5.2b-T）であれば高い水ストレスとなる9）。ゆえ

に，低い水ストレス状態は次式で表せる。

I5.1a-T＝｛（Wbioenergy_ren＋Wothers_ren）／TARWR｝×100＜10％

　ここで，（Wothers_ren／TARWR）×100＝R0_ren（再生可能な水資源量に対するバイ

オエネルギー生産以外の再生可能な水利用割合：％），（Wothers／TAWW）×100＝

R0（利用可能な水資源量に対するバイオエネルギー生産以外の水利用割

合：％）とすると上式は，

9） 再生可能な水資源（TARWR）についても全体の水資源（TAWW）と同様の水
ストレスを適用している。
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I5.1a-T＝I5.1a＋R0_ren＜10％（ただし，I5.1aはサブ指標5.1ａである）

となるので，I5.1a＜10－R0_renが再生可能な水資源の低い水ストレスの条件とな

る。同様に，

I5.1b-T＝｛（Wbioenergy＋Wothers）／TAWW｝×100＜10

であるので，I5.1b-T＝I5.1b＋R0＜10（ただし，I5.1bはサブ指標5.1bである）となり，

I5.1b＜10－R0が利用可能な水資源の低い水ストレスの条件となる。また，指標

値はバイオエネルギー生産が行われる場合に正値となるため，R0_ren，R0とも

10％未満でなければならないことは自明である。他の水ストレス状態について

も同様に考えられることから表４のように整理できる。つまり，水ストレスを

回避するには，バイオエネルギー以外の水使用が多いほど，この指標は小さく

なければならない。

【サブ指標5.2】水資源利用効率指標

　次に利用効率の指標となるサブ指標5.2は，バイオエネルギー生産方法の水

資源利用効率性を高める有用な情報として活用できるものである。バイオエネ

ルギー単位量あたりの水利用効率は，Wbioenergy／Etotalで表される。Etotalは生産さ

れたバイオエネルギーの総エネルギー量である。サブ指標5.2は前述のように

３つのサブ指標に分けられる。

【サブ指標5.2a】m3／トン＝Wfeedstock／Ttotal

　ここで，Ttotal：バイオエネルギー原料の総生産量（トン）

である。あるいは，原料生産に使用された土地の総面積（ha）を使用してm3

表４　水ストレスとサブ指標 5.1

水ストレス 再生可能な水資源 利用可能な水資源

低い I5.1a＜10－R0_ren I5.1b＜10－R0

中程度 10－R0_ren≦I5.1a＜20－R0_ren 10－R0≦I5.1b＜20－R0

やや高い 20－R0_ren≦I5.1a＜40－R0_ren 20－R0≦I5.1b＜40－R0

高い 40－R0_ren≦I5.1a 40－R0≦I5.1b
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／ haと表現することも可能である。

【サブ指標5.2b】m3／MJ＝Wprocessing／Etotal

　EtotalはMJあるいはkWhのいずれかの単位で表現される。

【サブ指標5.2c】m3／MJ＝Wbioenergy／Etotal

　ただし，サブ指標5.2cはバイオエネルギー原料の生産と加工が同一の地域（同

じ水源に依存する地域）で行われる場合に適用される。

　ところで，本指標は水資源に関するものであり，水資源が賦存する地域にお

いて有用な指標でなければならない。それゆえに，輸入した原料や半製品を用

いてバイオエネルギーを生産する場合では原料生産および原料の加工処理に使

用した水利用は輸出国における水利用に計上されるべきであろう。上記の各指

標値の算式は，すべて同一国内における水利用を前提としている。

　しかしながら，冒頭でも述べたがバイオエネルギーの最終消費地（需要側）

の責任も無視できない。バイオエネルギーに対する需要の強さが，他の地域の

水資源にどれだけの影響を与えているのかも明確に示す必要があろう。すなわ

ち，バイオエネルギーのLCAにおいて国外資源と国内資源のぞれぞれの水使

用量を把握し，資源賦存国における影響度を評価し明示することが重要である。

それゆえに，これらの指標は，国内水資源と海外水資源を合算した値で生産さ

れたバイオエネルギーの水利用の効率性を示すよりも，水資源の賦存地域別に

示すことの方が有用であると思われる。

⑵　輸入原料などを投入した生産がある場合

　そこで以下では，バイオエネルギー原料や半製品を輸入して国内生産のこれ

らのものとあわせたバイオエネルギー製品を生産するケースについて検討を加

える。

　ここで式の簡略化のため次のような表現を用いる。W k
ij：水利用量，i：原料

生産（＝1）か加工処理（＝2），j：再生可能（＝1）か再生不可能（＝2），k：

国内起源（輸入国）の水（＝1）か海外起源（輸出国）の水（＝2）。したがって，

バイオエネルギー生産のLCAにおける水利用は次の８種類の水利用に分けら
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れる。

　W 1
11：�バイオエネルギー原料生産に使用された国内起源の再生可能な水利用

量

　W 2
11：�輸入バイオエネルギー原料の生産に使用された輸出国における再生可

能な水利用量

　W 1
12：�バイオエネルギー原料生産に使用された国内起源の再生不可能な水利

用量

　W 2
12：�輸入バイオエネルギー原料の生産に使用された輸出国における再生不

可能な水利用量

　W 1
21：�バイオエネルギー加工に使用された国内起源の再生可能な水利用量

　W 2
21：�輸入バイオエネルギー半製品の加工に使用された輸出国における再生

可能な水利用量

　W 1
22：�バイオエネルギー加工に使用された国内起源の再生不可能な水利用量

　W 2
22：�輸入バイオエネルギー半製品の加工に使用された輸出国における再生

不可能な水利用量

　前述のGBEPの各指標はW 1
ijについて対象としたものであり，W 2

ijについては

考慮されていない。ただし，輸入された原料あるいは半製品の生産に使用され

た水利用量は，輸出国の再生可能・不可能別の水資源量をそれぞれの総生産量

に対する輸出分の比率で按分された値を適用するものと仮定する。すなわち，

Ti_totalを輸出国のバイオエネルギー原料の総生産量（トン，i＝1）あるいは半製

品の総生産量（トン，i＝2），このうち輸出される量をTi_exportとするとri＝Ti_export

／Ti_totalである。従って，

　　

　　

　　

　　
と表現できる。ここで，Wfeedstock_ren，Wfeedstock_nonren，Wprocessing_ren，Wprocessing_nonrenは輸

出国内の水源の水利用量としている。
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　バイオエネルギー原料や半製品を輸入して国内生産のこれらのものとあわせ

たバイオエネルギー製品を生産するケースでは，バイオエネルギー生産のライ

フサイクルで使用された水は輸入国と輸出国の水源から取水されたものとなる。

　①　水資源利用指標

　�　再生可能な水資源

　�　再生可能な水資源の利用量は，国内水源から トン，輸出国水源から

トンとなる10）。

　�　サブ指標5.1aのTARWRに対する利用割合は，輸入国と輸出国のそれぞれ

のTARWRに対するものとして表すこととなる。そこで，それぞれの

TARWRをTARWRk，サブ指標5.1aをI k
5.1aとして輸入国（k＝1），輸出国（k

＝2）のTARWRと指標を表す。

　　まず，輸入国の国内水源からの水利用について指標5.1aは下式となる。

　　【輸入国】 　　　【輸出国】

　�となるが，輸出国のWbioenergy_renには輸出国の国内向けバイオエネルギー生産

に関係する水利用と，輸出向けの原料生産や半製品の加工に使用された水利

用 が含まれるので上式は次のように分解できる。

　　

　�　また， であるので上式は原料と半製品の総生産量に対する

輸出割合riを用いて次式のようにも表現できる。

　　
　　

10） これらの合計が輸入国のバイオエネルギー生産のLCAにおける再生可能な水利
用総量である。
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　�　上式において括弧内の第２項が輸入国のバイオエネルギー需要が輸出国の

再生可能な水資源に与える影響度を示すものである。また，輸出国のサブ指

標5.1aへの影響度の大きさはWbioenergy_renに対する の比率として次式のよ

うに示すことができる。

　　

　　

　�　水資源全体

　�　次に水資源全体に対する影響度を表すサブ指標5.1bについて検討を加える。

　�　サブ指標5.1aと同様にサブ指標5.1bではTAWWに対する利用割合は，輸入

国と輸出国のそれぞれのTAWWに対するものとして表すこととなる。そこ

で，それぞれのTAWWをTAWWk，サブ指標5.1bをI k
5.1bとして輸入国（k＝1），

輸出国（k＝2）のTAWWと指標を表す。
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　　まず，輸入国の国内水源からの水利用についてサブ指標5.1bは下式となる。

　　【輸入国】 　　　【輸出国】

　�となるが，輸出国のWbioenergyには輸出国の国内向けバイオエネルギー生産に

関係する水利用と輸出向けの原料生産や半製品の加工に使用された水利用が

含まれるので上式は次のように分解できる。

　　

　�　また， であるので上式は原料と半製品の総生

産量に対する輸出割合riを用いて次式のようにも表現できる。
　　

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　　　

　　　

　�　上式において括弧内の第２項が輸入国のバイオエネルギー需要が輸出国の

水資源全体に与える影響度を示すものである。また，輸出国のサブ指標5.1b

への影響度の大きさはWbioenergyに対する輸出向けの原料生産や半製品の加工
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に使用された水利用の比率としてサブ指標5.1a同様に以下のように示すこと

ができる。

　　

　�　すなわち，上記は輸出国のバイオエネルギー生産の水利用量に対する輸出

用バイオエネルギー原料や半製品などのシェアを表すものである。輸出国の

水ストレスとの関連は表４の条件式から容易に導出できるであろう。以上で

は単純化して２国間におけるバイオエネルギー原料や半製品の貿易を想定し

たが，現実的には複数国間での貿易が考えられることから，これら指標は貿

易相手国ごとに評価することが求められる。

　②　水資源利用効率指標

　�　次に水資源の利用効率を表すサブ指標5.2について検討する。サブ指標5.2

は原料生産，原料加工（製品生産）およびバイオエネルギー生産全体におけ

る水利用効率のサブ指標に分けられている。各バイオエネルギー生産の段階

における水利用量は前述①のように区分できるが，母数とする総生産量や総

エネルギー量をどのように考えるかである。

　�　サブ指標5.2aはバイオエネルギー原料の総生産量に対する原料生産に使用

した水利用量の比で示されるものである。つまり，バイオエネルギー原料単

位量当たり（あるいは，原料生産に使用された土地の単位面積当たり）の水

利用量である。しかし，輸入原料の生産に使用された水資源は原料生産国（輸

出国）の水資源であるので，輸入国の原料生産における水利用効率は，輸入

国における原料生産への水利用と原料生産量との比から算定すべきである。

したがって，サブ指標5.2aは次式のように表される。

　【指標5.2a】 （m3／トン）

　�　ここで，Ttotalは輸入国におけるバイオエネルギー原料の総生産量（トン）
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である。

　�　次にサブ指標5.2bは生産されたバイオエネルギー最終製品の総エネルギー

量に対する原料の加工処理に使用された水利用量の比で示されるものであ

る。この段階で使用される水資源は輸入原料や輸入された半製品も含めた量

の加工処理に使用される量であるので，この水利用量と生産されたバイオエ

ネルギー最終製品の総エネルギー量に対する比として次式で表される。

　【指標5.2b】 （m3／ MJ）

　�　ここで，Etotalは生産されたバイオエネルギー最終製品の総エネルギー量で

MJあるいはkWhのいずれかの単位で表現される。

　�　また，サブ指標5.2cはサブ指標5.2aと5.2bに使用された水利用量の合計，

すなわち国内起源の水利用総量と生産されたバイオエネルギー最終製品の総

エネルギー量に対する比として次式で表される。

　【指標5.2c】 （m3／ MJ）

　以上の水資源利用に関係する指標では，原料などの輸出入があるケースでは

使用される水資源の賦存国を基本的な集計範囲としているが，これを流域単位

などで評価するのであれば，上記の貿易相手国を他の流域と見なして指標作成

すれば良い。ただ，河川や湖沼，地下水などの水源に依存せず，雨水のみに依

存した原料栽培などが行われている場合などでは，本指標による適切な評価は

困難である。雨水の直接的な利用は他の水利用と競合しないからである。しか

しながら，原料作物の栽培面積を拡大する場合や水消費量が大きい品種を栽培

するような場合は，雨水の循環経路や循環量が変化して水源への流入水量が大

きく変化して利用可能な水資源量自体が減少するようなことが無いように注意

深く監視すべきであろう。

２．６　指標６：水質

　本指標は，バイオエネルギーの生産が水域に及ぼす汚染負荷の影響を評価す

るものである。指標は原料生産過程における肥料と農薬による汚染負荷（6.1）

とバイオ燃料への加工処理過程から排出される廃水による汚染負荷（6.2）に
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ついて評価する指標で構成される。

　サブ指標6.1は，バイオエネルギー原料栽培において使用される肥料と農薬

が水域に与える影響を流域面積当たりの窒素肥料，リン酸肥料および農薬有効

成分量としてkg単位（6.1a）で示すものと，これら負荷物質の総量（全窒素，

全リン，農薬有効成分総量）と流域の農業生産全体のこれら負荷量に対する割

合％（6.1b）として示されるもので構成される。

　サブ指標6.2は，バイオ燃料に加工処理される過程およびバイオ燃料の最終

使用施設（バイオ燃料利用の発電所など）から排出される廃水が水域に与える

影 響 を 汚 染 物 質 濃 度 やBOD（Biochemical Oxygen Demand）11），COD

（Chemical Oxygen Demand）12）としてmg/lで示すものや計測可能であれば水

温（℃），電気伝導率（µS/m），pH（potential Hydrogen）13）などで示すもの

（6.2a）と，年間の汚染負荷総量をkg単位あるいは流域面積当たりの数値とし

て示すもの（6.2b），およびこれら負荷量の流域の農産加工全体からの負荷量

に対する割合（6.2c）として示される。

　本指標値は，蒸発散や揮発を含めた汚染物質の水の流れにおける拡散経路を

シミュレートできるモデルから推定することが望まれるが，水質モニタリング

データや文献データによる推定も可能とされる。

２．７　指標７：生物多様性

　本指標は，バイオエネルギー生産に転換された高い生物多様性を持つ土地や

危機的な状況にある生態系を持つ土地面積とその割合（7.1），バイオエネルギー

生産用に外来種が栽培されている土地面積とその割合（7.2），および保全的手

法が適用されているバイオエネルギー生産用地の面積とその割合（7.3）の３

つから構成される。サブ指標7.1および7.3に関しては，すべてのバイオエネル

ギー原料生産とバイオ燃料生産に適用される。

11） 生物化学的酸素要求量
12） 化学的酸素要求量
13） 水素イオン指数
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　サブ指標7.1は，単なる面積だけでなく生態系（つまり生息地）が分断され

ることによる悪影響も考慮することが必要と思われる。すなわち，エッジ効果

を考慮した指標開発が必要と思われる。生息地が人為環境などの野生生物に好

ましくない環境に接している場合には，同一面積であるときその境界延長が長

いほど影響が大きいため，これによる悪影響をエッジ効果と呼ぶ。例えば，島

状に孤立した生息地であれば，細長い形状よりも円形であるほうが影響は少な

い14）。したがって，ある生態系がバイオエネルギー原料栽培用地として分断さ

れた場合，このようなエッジ効果が生態系に悪影響を及ぼすおそれがあるため，

こうした影響を指標との関係でどのように表現するかは課題としてあげられる。

　サブ指標7.2については，各国において制定されている外来生物に関する法

令等で指定されている種の栽培が主な対象となる。わが国では，「特定外来生

物による生態系等に係る被害の防止に関する法律」（外来生物法）が相当する

と思われる。外来生物法では生態系等に係る被害を及ぼし，または及ぼすおそ

れのある外来生物を「特定外来生物」として指定している。また，生態系等に

係る被害を及ぼすおそれがある疑いのある外来生物を「未判定外来生物」とし

て指定している。さらには，外来生物法の規制対象となる特定外来生物や未判

定外来生物とは異なり，外来生物法に基づく飼養等の規制が課されるものでは

ないが，これらの外来生物が生態系に悪影響を及ぼしうることから，利用に関

わる個人や事業者等に対し，適切な取扱いについて環境省が理解と協力を呼び

かけているものとして「要注意外来生物」がリストアップされている。2011年

７月１日現在において，植物として「特定外来生物」に指定されているものは

12種類，「未判定外来生物」はセリ科植物２種類，「要注意外来生物」はホテイ

アオイやセイタカアワダチソウなど５種類である。

　ただ，このサブ指標7.2は外来種の栽培面積により在来種の生態系が脅かさ

14） なお，複数の環境が隣接するときに生物群集の境界部では，多くの環境要素が
混在するため生物種数や個体数が多くなることも同じくエッジ効果と呼ぶことも
あるが，この場合はエコトーンとほぼ同義であることからエコトーンとして区別
する方が望ましいと思われる。
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れる潜在的脅威（リスク）の大きさを示すものである。外来生物法では，将来

的に侵入する可能性がある種も対象となることから，その可能性評価，つまり

リスク評価を行うことが重要となる。GBEPでは，雑草リスク評価法15）などを

援用して３段階のリスクカテゴリーを構築することを提案している。これはバ

イオエネルギー原料の対象となる種について，カテゴリー１は当該国，隣接国

および他国において生物多様性に対する影響の情報が存在しない場合であり

「受容可能」＝「低リスク」の評価となった種，カテゴリー２は当該国および

隣接国においては生物多様性に対する影響の情報が存在しないが，他国におい

て悪影響の情報が存在する場合であり「要再評価」＝「中リスク」の評価となっ

た種，カテゴリー３は当該国および隣接国において生物多様性に対する影響の

情報が存在する場合であり「拒否」＝「高リスク」の評価となった種として分

類するものとなっている。

　サブ指標7.3については，生態系に対する保全性の高い生産方式を適用した

栽培方法でバイオエネルギー原料を生産する農地面積が主たる対象となる。保

全的手法については，不耕起栽培や農薬投入，肥料投入の適切な管理などを意

味するが，わが国では「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」

（持続農業法）に規定される生産方式として認められたものが対象となろう。

そこでは持続性の高い農業生産方式を，①堆肥その他の有機質資材の施用に関

する技術であって，土壌の性質を改善する効果が高いものとして農林水産省令

で定めるもの，②肥料の施用に関する技術であって，化学的に合成された肥料

の施用を減少させる効果が高いものとして農林水産省令で定めるもの，③有害

動植物の防除に関する技術であって，化学的に合成された農薬の使用を減少さ

せる効果が高いものとして農林水産省令で定めるもの，として定義している。

データソースとしては，「持続性の高い農業生産方式への取組状況調査結果」

などを利用することが有用と思われる。

15） Weed Risk Assessment：WRA
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２．８　指標８：バイオエネルギー生産に関係する土地利用と土地利用変化

　本指標は，バイオエネルギー原料生産用の土地総面積と国土面積（陸地）に

対する割合（8.1），農地と営林面積とその割合（8.2），生産量増加によるバイ

オエネルギー生産の割合（8.3a），残渣物（8.3b），廃棄物（8.3c），および劣化

した土地の利用によるバイオエネルギー生産（8.3d）の割合，および土地利用

タイプごとのバイオエネルギー原料生産用に転換された土地面積（8.4）で構

成される。

　サブ指標8.1と8.2は，バイオエネルギー原料生産に使用された農地および林

地面積とそのシェアを示す指標である。サブ指標8.3は，バイオエネルギー原

料の起源別に示されるもので，指標値はバイオエネルギー最終製品のエネル

ギー量ベースあるいは使用された原料ベースで算定することを基本としてい

る。サブ指標8.3aは農林業等の生産量を増加させることでバイオエネルギー用

の原料生産に対応したことを示し，サブ指標8.3bは農産物や林産物残渣，サブ

指標8.3cは廃棄物を原料として生産されたバイオエネルギーのシェアを示し，

サブ指標8.3dは劣化・汚染された土地をバイオエネルギー原料生産に使用した

ことで得られたバイオエネルギーのシェアを示すものである。このため，サブ

指標8.3dに関しては土地劣化の定義付けが必要となり，定義に当てはまる土地

の利用を明確にしなければならない。同様に指標8.4においても土地利用転換

のプロセスを明示できるように，土地カテゴリーの定義付けが必要である。

　さて，サブ指標8.3bと8.3cは指標値の計算では残渣や廃棄物から生産された

バイオエネルギーの割合を示すのであるが，土地利用との関係では残渣や廃棄

物がバイオエネルギー生産あるいは他の生産目的で利用されない場合は何らか

の方法で処分されることになる。その典型としては，埋め立てによる最終処分

である。つまり，残渣や廃棄物の有効利用がこれらの処分用の土地利用を抑制

することになるとして指標として採用されていると思われる。この視点から考

えると，未利用の残渣や廃棄物のバイオエネルギー生産への利用が対象となり，

その利用が処分用の土地利用に与える影響をどのように示すかが課題となろ

う。極めて単純な考え方を採用すれば，残渣や廃棄物の利用が最終処分量の減
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少に寄与し，現状の最終処分場の残余年数をどの程度伸ばすこととなるかを示

すことが考えられる。

　サブ指標8.4は，土地利用変化の状況を示すものであるため，土地利用変化

がある期間にわたって行われる場合は年間の平均的な値として示すこととな

る。例えば，ある地域で５年間の期間においてある土地カテゴリーＡに属する

土地10haがバイオエネルギー原料生産用に転換され，一方で同一地域内にお

いてバイオエネルギー原料生産用の土地６haが同じ土地カテゴリーＡに転換

された場合は，変化量としては４haが土地カテゴリーＡからバイオエネルギー

原料生産用に転換され，その平均変化率は4/5つまり年間0.8haとして示される。

３．社 会 指 標

３．１　指標９：新たなバイオエネルギー生産のための土地配分と保有条件

　本指標は，主にバイオエネルギー原料生産に必要な土地の所有あるいは使用

に関して，法令や社会的なコンセンサスが得られた方法により正当性・合法性

が付与されることが，自然資源やバイオエネルギーの利用可能性や接近性を高

めることになり，結果として社会的厚生の向上に寄与するという考え方に基づ

いたものである。

　指標は２つの構成要素からなり，１つは契約のような法的文書や行政機関な

どが制定した土地所有権に関する手続が適用されたバイオエネルギー生産用地

の割合（サブ指標9.1）であり，もう１つは現在の国内法制度や社会的慣習に

基づいた土地所有権に関する手続が適用されたバイオエネルギー生産用地の割

合（サブ指標9.2）である。

　わが国では土地所有権などに関する法制度が整備されているためサブ指標

9.1に該当する土地はなく，サブ指標9.2に該当するであろうと思われる。しか

しながら，本指標の目的に照らして考えるとわが国では法的な制度として国民

の土地所有や土地所有権の移転などの権利は確保されているので，そもそもわ

が国には馴染まない指標であるとも考えられる。一方，国によっては国民に対
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する土地の所有権の付与状況は異なり，ロシアのように土地所有権は与えられ

ず土地利用に対して権利を約束する形態をとる国もあるので，各国の実情に対

応して社会的側面から国民が自然資源にアクセスする権利の確保状況を表現す

ることとなろう。

　途上国などでは，土地の登記簿など契約に関する文書が存在すればサブ指標

9.1は比較的容易に作成できるが，そうした文書が作成されていない場合も少

なくなく，その場合にはインタビュー調査などにより定性的な情報による裏付

けのもとで指標値を推定せざるを得ない。

３．２　指標10：食料価格と供給

　本指標は，バイオエネルギー利用が食料の価格と供給に対する影響を評価す

ることを目的としている。例えば，農産物は食品，飼料，工業原料などの需要

があり，需給面では輸出入の影響もある。また，生産面ではエネルギーコスト

や天候が収量や価格に影響を及ぼす。こうした種々の価格要因や生産要因との

複雑な関係の中でバイオエネルギー需要がどのような影響を及ぼすのかを定量

的に評価しようとしているのが本指標である。その究極的な目的は，バイオエ

ネルギー需要が世界の貧困層あるいは原住民などから食料を収奪することがな

いように監視することといえよう。

　指標算定は大きく２つのステップから成り，第１ステップでは国の主要食料

としての品目を定め，第２ステップでバイオエネルギー利用と国内生産，主要

食料品の価格と供給との関係を評価する。第２ステップはさらに３つの段階の

過程で構成される。第１段階は，データ収集の結果としてバイオエネルギー開

発が食料価格やその供給（生産）に与えていると考えられる変化を初期的な兆

候として示すことで，第２段階はバイオエネルギーがその変化の原因と考えら

れる記述的評価，つまり定性的評価を行うものとされている。そして第３段階

では，時系列分析や応用一般均衡（CGE：Computable General Equilibrium）

モデルあるいは部分均衡モデルを適用した定量的評価を行う段階である。

　GBEPでは，この３段階のどれを採用するかは自由とされているが，第１段
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階と第２段階はこれで１つの分析と見なせるため，第３段階の推定値を求める

分析を行うか否かという２つの選択肢になるであろう。いずれの指標作成方法

を選択しても，本指標は国レベル，世帯レベル（必要に応じて地域レベル）で

作成されることが望まれている。

３．３　指標11．所得変化

　本指標は，バイオエネルギー生産が人々の所得への影響を評価するもので，

次の２つの構成要素からなる。１つはバイオエネルギー関連部門において支払

われた賃金（サブ指標11.1）と，もう１つは自営によるバイオエネルギー原料・

製品の販売・バーター取引・自家消費からの純所得（サブ指標11.2）が，世帯

あるいは一人当たりの年間所得に及ぼす影響を示す指標として作成される。

　サブ指標11.1は，バイオエネルギー生産のサプライチェーンの段階ごとに調

査され，原料生産部門や加工処理部門などの平均賃金が明らかにされ，対応す

る産業部門の賃金平均と比較したシェアが示される。例えば，耕種農業の農作

物がバイオエネルギー原料であれば，農業センサスデータに基づく耕種農業の

支払賃金，バイオマスやバイオ燃料の輸送で発生した賃金は対応する輸送部門

（道路輸送や鉄道輸送など）と比較されることになる。

　サブ指標11.2は，自営業がバイオエネルギー原料や製品の販売などから得る

所得が対象となる。例えば，自伐による薪の販売収入，自家消費などが該当す

る。つまり，サブ指標11.1は賃金で，サブ指標11.2は非賃金である収入の影響

を示す指標である。

　また，バイオエネルギー生産の所得変化への影響度という観点からは，バイ

オエネルギー関連部門の賃金と以前の賃金との差を計測・評価することが求め

られる。

　本指標は社会柱に分類されていることから，指標は所得分配の公平性を評価

することを意図していると考えられる。公平な（平等な）所得分配の状況は，

指標からローレンツ曲線やジニ係数を算定する簡便な方法で評価することもで

きる。しかしながら，バイオエネルギー関連部門の所得変化だけでは，こうし
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た分配の公平性への貢献度は大きく現れないとも考えられる。社会全体の所得

分配の公平性への貢献度を評価するには，この所得から誘発された効果を含め

た分析も有用と思われる。

３．４　指標12：バイオエネルギー部門の雇用

　本指標は，バイオエネルギー生産とその使用による雇用の変化を捉えるもの

である。指標は，バイオエネルギー生産とその使用により創出された雇用の純

雇用創出数（サブ指標12.1）と，その内訳である技能者/非技能者別（サブ指

標12.2），常勤/非常勤別（サブ指標12.3），バイオエネルギー部門の雇用総数（サ

ブ指標12.4）の４指標と，「労働における基本的原則および権利に関する宣言」

（新ILO宣言，1998年）に準拠した労働基準に適合した雇用の割合（サブ指標

12.5）の５つ要素から構成される。

　サブ指標12.1はバイオエネルギー部門に限定されず，バイオエネルギー生産

とその使用が誘発した雇用と考えられ，バリューチェーンにおける直接・間接

的な雇用である。ここでは，バイオエネルギー原料生産，バイオマス輸送，バ

イオマス転換と処理，バイオエネルギー製造装置の製造，電気・ガス・熱を含

めたバイオ燃料の供給，バイオエネルギープラントの設置・操業・維持管理，

およびバイオエネルギーに関連する研究開発に従事する雇用が主たる対象とな

る。

　サブ指標12.2～12.5はサブ指標12.1の内訳として示される指標である。これ

ら４つは，雇用数と生産されたバイオエネルギーのエネルギー量（熱量）当た

りの雇用数としても示される。また，サブ指標12.2～12.3はサブ指標12.1の内

訳として構成比も示される。サブ指標12.2は，国際標準職業分類の基本的考え

方は職務（job）とスキル（skill）の２つの概念で構成されている。

　 ス キ ル 概 念 は1988年 のISCO（International Standard Classification of 

Occupations）改訂時に導入され，2008年の改訂で見直しが行われている。ス

キルとはある職務に含まれる課業と責任を遂行する能力であると定義されてい

る。スキルにはスキルレベルとスキルの専門分野の２つの面がある。前者は職
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務の困難さに，後者は仕事の内容にそれぞれ関係した概念である。スキルレベ

ルの区分は，ISCOの国際的性格を考慮して必要最小限（４段階）に抑えられ

ている。スキルレベルの４区分は表５に示すようにUNESCOの国際標準教育

分類（ISCED：International Standard Classification of Education）の教育段

階に対応して設定されている。したがって，ある特定の職業のスキルレベルは，

その職業を遂行するために必要な能力がどの段階の教育によって獲得されるか

によって決まる。表６に示すように分類項目はスキルレベルの高い順に配列さ

表５　ISCOスキルレベルと国際標準教育分類

ISCO-08スキルレベル ISCED-97

４
６　大学院教育
５a 中期の大学教育（学士レベル）

３ ５b 短・中期の大学教育

２
４　高卒後の教育（大学以外の教育機関）
３　後期中等教育
２　前期中等教育

１ １　初等教育

出所：文献〔８〕

表６　ISCO-08 におけるスキルレベルの適用

大　 分　 類 スキルレベル
１　管理的職業従事者 ３，４
２　専門的職業従事者 ４
３　テクニシャン，準専門的職業従事者 ３
４　事務補助従事者 ２
５　サービス・販売職業従事者 ２
６　農林漁業の熟練従事者 ２
７　技能工及び関連職業従事者 ２
８　機関・機械運転従事者，組立工 ２
９　単純作業従事者 １
０　軍人 １，２，４

出所：文献〔８〕
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れている。

　GBEPではISCOのコードにより技能（skilled）的職業と非技能（unskilled）

に区分した指標作成を提案しているが，スキルレベル別の指標作成も有用と思

われる。なぜなら，本指標は技能向上がより高度な教育への機会を与えること

となり，バイオエネルギー生産が職業に求められる技能を経路として教育機会

を提供し社会的厚生に寄与すると考えるためである。

　サブ指標12.3は，プロジェクト期間や季節労働などのある特定期間の臨時的

職務（非常勤）と期間を特に定めない職務（常勤）に区分して作成される指標

である。わが国に当てはめてみると，組織の正職員と臨時職員の区分に近い概

念である。

　サブ指標12.4はバイオエネルギー部門の雇用総数を基本として，生産年齢人

口に対する割合としても示される。

　さらにサブ指標12.5は，サブ指標12.1の雇用数に対する割合として構成比で

示される。サブ指標12.5の対象となる新ILO宣言は，ａ）結社の自由及び団体

交渉権の効果的な承認，ｂ）あらゆる形態の強制労働の禁止，ｃ）児童労働の

実効的な廃止，ｄ）雇用及び職業における差別の排除，という人権に関する４

つの原則を謳っている。

３．５　指標13：バイオマス収集のための女性や子供の無償労働時間の変化

　本指標は，従来のバイオマス利用から近代的なバイオエネルギーサービス利

用への移行に伴う無償労働時間としての女性と子供たちのバイオマス収集時間

の変化を捉えるものである。これは，女性や子供たちのバイオ燃料収集時間の

機会費用を評価することにもなる。つまり，近代的なバイオエネルギーサービ

スの利用による利便性向上が，教育時間の確保や金銭的所得のための労働16）

時間の確保などをもたらすこと，さらに燃料の燃焼による大気汚染の軽減や紛

争などによる危険地帯での燃料収集の回避が健康と安全に寄与するものと考え

16） こうした収入を伴う労働を有償労働という。
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られている。

　さて，本指標のわが国への適用を考えると，一見してほとんど該当しないよ

うに思われる。1997年に旧経済企画庁経済研究所は，わが国における無償労働

の貨幣評価結果について報告している〔7〕。この報告書で取り上げられている

無償労働は，①家事（炊事，掃除，洗濯，縫物・編物，家庭雑事），②介護・

看護，③育児，④買物，⑤社会活動（ボランティア，献血，婦人活動，消費者

活動，住民運動など）であり，途上国にみられるようなバイオマス収集活動は

取り上げられていない。

　しかしながら，これはわが国においてバイオマス収集が無償労働として存在

しないことを意味しない。昨年，筆者が北海道のＫ町で調査した結果，町内の

全世帯の9.2％が暖房用燃料として薪を使用している。このうち自伐による薪

収集の程度は現在調査中であるが，林地近くに散在する農家では自伐による収

集が多く，ある農家への調査では年間の暖房用の薪収集とその処理・運搬に費

やす時間は約130時間であった。このような無償労働を伴うバイオマス利用が

わが国でどれほど行われているかを表わす統計はなく，途上国と同様な調査を

行わなければ実態は把握できないであろう。また，こうしたデータは農村域の

エネルギー自給を明らかにするものでもあり，農村の自立性を評価するうえで

有用である。

　ただ，こうしたバイオマス収集活動と本指標の目的との整合性を考えること

は必要である。本指標は，女性や子供たちの社会的公平性を取り上げた指標で

ある。わが国におけるバイオマス収集活動のうち無償労働によるものは，多く

が自家消費のための薪などの燃料収集であり，燃料費の抑制と化石燃料起源の

温室効果ガスの排出抑制が主たる目的である。山林での薪収集は決して楽な作

業ではなく，農家では農作業の合間に収集活動を行っている。農家経営が厳し

い経営環境にある現状では，コスト削減の一環として行われている。こうした

作業が近代的なバイオエネルギー供給により解消されることが，国内の社会的

公平性に寄与するものと考えるならば，こうしたバイオマス収集活動のデータ

を収集し，指標値を集計することに意義はある。しかしながら，一般的には持
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続可能性における社会的公平性17）としては貧困にあえぐ途上国の人々の福祉

向上（世代内公平性）と，将来世代に対する富の配分に関する公平性（世代間

公平性）が強調されている。これに照らして考えると，わが国の無償労働を本

指標に取り上げることは途上国と比較した所得水準の高さからも難しいように

思われる。ただし，原料やバイオエネルギー輸入が途上国のこうした側面に与

える影響は評価すべきである。

　さて，ここで途上国において近代的バイオエネルギーサービスの提供により

女性や子供たちのバイオマス収集の無償労働を解消できたとしよう。これによ

り彼らの健康や安全性の確保，子供たちの教育機会の確保がなされるならば，

大きな問題はないと考えられ，彼らの社会的福祉水準の向上に貢献できるであ

ろう。しかし，一方では近代的バイオエネルギーサービスが無償で提供される

のか，有償であるのかでは状況は異なる。有償であれば，生活に必要なエネル

ギーを市場から購入するための収入が必要となる。このため，特に成人女性は

これまでの無償労働時間を所得確保のための有償労働時間に振り替えなければ

ならない。この変化においても効用水準が上昇するケースが近代的バイオエネ

ルギー開発を行うことに意義があるケースであり，この観察は必要である。

３．６�　指標14：近代的エネルギーサービスへのアクセス拡大のためのバイオ

エネルギー

　本指標は，バイオエネルギーの利用により近代的なエネルギーサービスへの

アクセスがどの程度改善されたかを示す指標である。GBEPでは，薪や木炭な

どに代表される従来のバイオエネルギー利用とは区別された近代的エネルギー

サービスを定義している。

　GBEPの近代的エネルギーの定義は，エネルギー効率と健康に対する安全性

という２つの基準に基づいている。エネルギー効率は，燃料の発熱量（すなわ

17） Equityという意味では衡平性という表現が適切であると思われるが，本稿では
公平性という表現を用いている。
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ち投入エネルギー量）に対する利用エネルギー（すなわち回収あるいは産出エ

ネルギー）の比として定義されているが，調理用コンロに関してエネルギー効

率が20～30％以上のものを改良された調理用コンロと指定されている以外は具

体的にどの程度の効率性を必要とするかは示されていない。また，安全性とは

燃料の燃焼に伴う大気汚染物質が屋内に放出されないことと，屋外への排出量

が少ないこととして明記されているが，これも具体的な指標値は示されていな

い。近代的エネルギーサービスに含まれないものとしては，人力および家畜な

どの動物力，照明用に使用される灯油を含む燃料，および暖房・調理用のシス

テムにおいて上記安全性を満足しない高濃度の大気汚染物質を排出するものが

あげられている。従って，近代的エネルギーサービスとは，あらゆる発電シス

テムから供給される電力，および上記の除外されるシステムを除く照明用，輸

送用，動力用等に使用されるエネルギー供給システムを意味する。また，エネ

ルギー形態は液体燃料，固形燃料，ガス，電気，温熱，冷熱などの多様な形態

となる。GBEPでは，こうした近代的エネルギーがバイオマスを源泉としてエ

ネルギー生産されるものを近代的バイオエネルギーと呼んでいる。

　本指標は，近代的バイオエネルギー利用を通じて近代的エネルギーサービス

へのアクセス増加を評価するサブ指標14.1と，近代的バイオエネルギー利用と

従来のバイオエネルギー利用との比較を示すサブ指標14.2から構成される。サ

ブ指標14.1は，さらにエネルギー単位で表される指標14.1aと，家計や事業所の

数や割合で表される指標14.1bにより構成されている。

　サブ指標14.1aは，エネルギー形態毎に熱量や下記のような量的単位と割合

（％）で計測される。

　�　液体燃料：リットル/年，あるいはMJ/年とパーセンテージ

　�　ガス：立方メートル/年，あるいはMJ/年とパーセンテージ

　�　固形燃料：メートルトン/年，あるいはMJ/年とパーセンテージ

　�　温熱・冷熱：MJ/年とパーセンテージ

　�　�電気：MWh/年，あるいはMJ/年（消費電力），ＭＷ/年（発電量），時

間/年（電力消費時間）とパーセンテージ
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　ここで，液体燃料などの熱量換算では燃料の低位発熱量（LHV：Lower 

Heating Value）を適用するものとしている。ところで，本指標はバイオエネ

ルギー利用の目的が新たな余暇活動にある場合や，近代的エネルギーへのアク

セスが化石燃料などの他の燃料からバイオエネルギーに代替されるようなケー

スでは適用されないと指摘されている。本指標の適用は以下のようなエネル

ギーの利用可能性拡大を基本としている。

　◦　照明，コミュニケーション，医療，教育等に使用される電力

　◦　調理や冷暖房に使用される近代的燃料あるいは技術18）

　◦　�電力や近代的燃料，あるいは水力などの再生可能エネルギーの直接利用

による生産用動力

　◦　電力や近代的燃料による輸送用エネルギー

　本指標を計測するには，現状のエネルギー利用の実態を把握する調査が必要

である。つまり，照明や暖房，調理用に使用されているバイオマス燃料が，大

気汚染防止やエネルギー利用効率の制御がなされていない設備（かまど，暖炉，

ランプなど）でどの程度利用されているかを調査しなければならない。こうし

た情報は，燃料が市場を経由して供給されているならば市場データから推計可

能であるが，途上国などでは自給自足されていることが多く，調査による実態

把握が不可欠である。わが国でも，現状の利用形態としては，例えば薪炭によ

る暖房や給湯エネルギーの確保，囲炉裏の使用など，このような利用は存在す

る。しかしながら，強度の貧困や近代的エネルギーサービスへのアクセス困難

性によるものとは考え難い。このため，本指標算定の必要性は低いものと考え

られる。

３．７　指標15：屋内煤煙による疾患と死亡数の変化

　本指標は，煤煙などの大気汚染防止が施されていない暖房器具や調理器具の

18） 冷熱については，食料の冷蔵や室温30℃以下に保持する冷房需要を基本的な必
要エネルギーとする指摘もある。
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使用により発生した屋内煤煙を原因とする疾患や死亡を，近代的バイオエネル

ギー利用によってどの程度減少させることができたかを評価する指標である。

指標は２つのサブ指標から構成される。一つは，固形燃料使用に伴う屋内煤煙

による疾患数と死亡率の変化を示すサブ指標15.1である。指標値は疾患別，年

齢階級別，性別毎に集計される。もう一つは，近代的なバイオエネルギーサー

ビスの提供によるこれらの変動を表すサブ指標15.2でバイオエネルギーのタイ

プ別に示される。これら指標値はすべてパーセンテージで示される。

　主に途上国では，木質系燃料や家畜ふん，石炭，農業廃棄物などを燃料とし

て燃焼効率の低い設備利用が多く，燃料の不完全燃焼による煤煙が呼吸器系疾

患の主因となっている。本指標は，こうした状況を近代的バイオエネルギーサー

ビスの提供によりどの程度改善されたかを評価するものである。

　指標14と同様に本指標もわが国では現在ほとんど確認できない事象であると

思われる。

　GBEPでは，こうした疾患などが社会に与える損失状況を把握するデータと

して死亡数や乳幼児の入院期間のデータのほか，障害調整生存年数（DALY：

Disability-Adjusted Life Year）を一つの具体例として示している。DALYと

は，疾患や障害の程度や期間によって重み付けをした生存年数の指標であり，

WHOでは「死が早まることで失われた生命年数と，不健康な状態で生活する

ことにより失われている生命年数を合わせた時間換算の指標」19）と定義されて

いる。DALYは，死亡が早まることによって失われた年数である損失生存年数

（YLL：Years of Life Lost）と人々の健康状態に生じた事故による障害によっ

て 失 わ れ た 年 数 で あ る 障 害 生 存 年 数（YLD：Years of Life lost due to 

Disability）の合計として次式で計算される。

DALY＝YLL＋YLD

　YLLは，基本的には「死亡数（N）」と「平均余命（L）」の積として次式で

求められる。

19） http://www.who.int/healthinfo/global_burden_disease/en/index.html
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YLL＝N×L

　また，YLDは障害の程度や障害を有する期間が，どの程度余命の損失に相

当するのかを定量化したもので，「障害の発生数（I）」と「障害の程度による

重み付け（DW：Disability Weight20）」と「状態が安定するか死亡するまでの

年数（L）」の積として次式で求められる。

YLD＝I×DW×L

　なお，上の３式では年齢階級に応じた社会的重み付けがされていない。社会

的重み付けとは，若年者や高齢者の社会的重みを減ずる社会係数を乗じること

でDALYを算出するものである。

　DALYに対しては批判も少なくなく，社会的価値に関する倫理的問題を含む

という批判や，国や地域の福祉制度の差異が反映されていないという批判など

がある。さらに，その定義自体に対して，とりわけYLDに関しては「障害を

持ちながらも健康に生きる」ことに対する配慮は無いという批判がある。

　いずれにしても，健康阻害要因が屋内煤煙であり，それがバイオエネルギー

により改善されたとするデータを整備しなければ本指標は作成できないので，

詳細な調査が必要である。GBEPではこうした調査の主な内容としては，調理

や暖房に使用される主なエネルギー，調理器具のタイプ，台所の位置や窓の数，

利用可能なエネルギー種類（固形バイオマス，石炭，ガス類などの近代的燃料，

電気21）），主食等があげられており，こうした調査と二次データ等から屋内煤

煙の暴露特性を明らかにすることを求めている。こうした調査データとDALY

等のデータを統合して指標値を推計することが必要である。

３．８　指標16：労働災害，死傷事故の発生率

　本指標は，バイオエネルギー生産に伴う労働災害，死傷事故の発生率を示す

20） DWは病気の程度によって０（良好な健康状態）から１（死亡）まで尺度化され
ている。

21） 電気については発電に使用される一次エネルギーについても可能な限り調査す
ることが望ましいとしている。
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ものである。指標値は他の生産部門との比較が可能となるように算定される。

例えば，バイオエネルギーの原料となる作物栽培では耕作面積当たりの発生数

（件数/ha）として，燃料やエネルギー生産部門では熱量などの生産された単

位エネルギー当たりの発生数（件数/MJ，件数/MW）として示される。

　本指標を算定するには，通常の労働災害調査にバイオエネルギー部門を識別

する情報を付与することが必要である。バイオエネルギー原料生産，原料加工，

輸送，バイオ燃料製造などのプロセス毎にLCA的に実態把握することが望ま

れる。また，地域的特徴を見出すことの可能性も確保することが必要であろう。

わが国でも，制度的にバイオエネルギー関連部門のこうした労働災害の実情を

識別できる状況には無く，ケーススタディとして個別的な情報収集を行い実情

把握することが求められる。

４．経 済 指 標

４．１　指標17：生産性

　本指標は，バイオエネルギーの生産性を評価する指標として原料生産（サブ

指標17.1），原料加工（サブ指標17.2），最終製品（サブ指標17.3）および生産

コスト（サブ指標17.4）の視点から４つのサブ指標で構成される。原料生産に

関する生産性サブ指標17.1は，原料作物の種類別に単位耕作面積当たりの年間

収穫量（トン）として示される。原料加工の生産性に関するサブ指標17.2は，

熱量（MJ）として原料別および加工技術別に使用された原料の単位量（トン）

当たりの数値として示される。つまり，原料の単位量当たりから獲得できたエ

ネルギー量である。技術別とは，例えば菜種からバイオディーゼル燃料を加工

するケースでは，バイオディーゼル用原料として使用された菜種の単位量当た

りにどの程度のエネルギー量が得られたかを示すことになる。

　最終製品の生産性サブ指標17.3は，農産物では基本的に原料生産の指標値（サ

ブ指標17.1）と原料加工の指標値（サブ指標17.2）を掛け合わせた数値となり，

年間の単位耕作面積当たりのエネルギー量として示される。ただし，木質ペレッ
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トやチップ，あるいは廃棄物のような副産物などを原料とする場合では原料生

産用の面積データが利用困難であるので，この関係は必ずしも成立せず，加工

処理の生産性サブ指標17.2とエネルギーコストのサブ指標17.4しか提示できな

いケースもある。また，サブ指標17.3は加工処理形態によってはエネルギー量

として指標値を算定することが困難な場合もあり，その場合は重量や容量など

がエネルギー量の代わりに使用される。

　サブ指標17.4は，バイオエネルギーの生産コストの効率性を示すもので単位

エネルギー量（MJ）当たりの生産コスト（USドル）として原料別，技術別に

示される。ここでの技術別とは，廃棄物の中間処理（燃焼）から得られる熱や

電気，下水処理や堆肥発酵によるバイオガスなどに関して示されるものである。

　これら指標値の推計には，バイオエネルギー生産プラントのLCAデータが

必要不可欠である。しかしながら，各プラントのLCAデータは通常公表され

ておらず利用可能性は低い。このため，一般的な統計データと同様に，個別プ

ラントのデータが特定されない形態で集計することが必要であり，政府部門に

おいて情報収集と集計の仕組み作りが必要不可欠である。

　本指標のサブ指標17.1～17.3は土地や資源の利用効率を評価するものであり，

サブ指標17.4は経済性を評価するものである。これらは，特定のバイオエネル

ギー生産プロセスの効率性評価にも使用可能であるが，国や地域の効率性を評

価するものとしても利用可能であり，環境柱の指標とも密接に関係するため，

バイオエネルギー生産における経済的・資源的効率性と環境面との関係を包括

的に評価する方法論を検討する必要がある。これは本指標に限らずGBEP指標

全般について言えることである。

４．２　指標18：純エネルギー収支比

　本指標は，バイオエネルギーのバリューチェーンの各段階および全体におけ

るエネルギー収支比，すなわちエネルギーの産出/投入比率22）を示すものであ

22） エネルギー産出比と呼ばれることもある。
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る。これは，バイオエネルギー生産プロセスの各段階，および種々のバイオエ

ネルギー利用において投入されたエネルギー量に対する産出されたエネルギー

量の比率であるので，指標値は投入エネルギー単位量当たりの産出エネルギー

を表すことになる。本指標は，指標17のサブ指標17.3生産コストと密接に関係

するため経済柱の指標とされている。

　投入エネルギーをQInput，産出エネルギーをQOutputとすると，正味のエネルギー

生産量QNetはその差で表される。

　ここでエネルギー収支比を とすると，産出エネルギー単位量

当たりの正味のエネルギー生産量の比率は次式で与えられる。

　よって，上式に産出エネルギー量を乗ずることで正味のエネルギー生産量が

得られる。エネルギー収支比が１未満となる場合，正味のエネルギー生産量は

負値となることは明白である。

　ところで，投入エネルギーとして石油製品や電力など複数の種類のエネル

ギーが使用される場合，上式のQInputは複数の投入エネルギーの総和となる。そ

こで，n種類のエネルギーが投入されるとするとエネルギー収支比は次式のよ

うに表される。

　よって，投入エネルギー種類ごとのエネルギー収支比を と

すると，

　となる。このようなケースでは，エネルギー種類ごとのエネルギー収支比μi

を適用し，（1－1／μi）に産出エネルギーを乗じると（QOutput－QInput_i）が算出さ

れるが，正味のエネルギー生産量QNetに等しくはならないことに注意が必要で



バイオエネルギーの持続可能性 137

ある。なぜなら，この場合の正味のエネルギー生産量は，

であり過小評価となるからである。このような場合，産出エネルギーを投入エ

ネルギー種類ごとの寄与度に応じて分割しなければならない。例えば，各投入

エネルギー種類の投入割合を

として，エネルギー種類ごとのエネルギー収支比を

として定義するならば，投入エネルギー j に関する正味のエネルギー生産量は

となるので， にrjQOutputを乗じることでQNet_iが算

出できる。すべての投入エネルギーについてこの総和をとることでQNetが算出

される。

　上記の操作は，投入されるエネルギー種類ごとに正味のエネルギー生産量を

推計するために必要と考えられるものであるが，投入エネルギーが単一種類で

あればこのような操作は不要である。また，複数のエネルギー投入を１つの投

入エネルギーの組み合わせとして考えることでも，上記の操作は不要となる。

　本指標は，バイオエネルギー生産プロセスをバイオエネルギー原料生産（サ

ブ指標18.1），バイオエネルギー製造（サブ指標18.2），バイオエネルギー使用（サ

ブ指標18.3）の３つの段階において評価するサブ指標，およびバイオエネルギー

のライフサイクル全体に関するサブ指標18.4の４つのサブ指標で構成される。

　本指標の推計では，エネルギー投入量として直接的にシステムに投入される
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燃料や電力に加え，システムを構成する機器類に内包された間接的なエネル

ギー量を加えるLCAの方法が基本的に適用される。しかしながら，間接的な

エネルギー投入量のデータの利用可能性の問題がある場合も少なくない。また，

本指標のサブ指標18.1～18.3はバイオエネルギーの生産経路上，つまりライフ

サイクルの段階であるので，それぞれLCAのシステム境界を明確にして二重

計算が発生しないようにすることが必要である。さらには，産出されるバイオ

燃料と副産物との間のエネルギー投入の配分や，電力などの二次エネルギーは

低位発熱量を用いて一次エネルギーに換算することなどエネルギー計算の統一

性も必要である。産出エネルギー量についても同様に，エネルギー形態がガス

や電気，動力など様々であるので，これらについても熱量換算しなければなら

ない。

　サブ指標18.4は，バイオエネルギーのライフサイクル全体のエネルギー収支

比となるが，サブ指標18.1～18.3を統合することで的確にライフサイクル全体

を網羅できているかの確認は必要である。特に，輸送や保管・貯蔵に関係する

エネルギーが適切に投入エネルギーとして包含されていることが必要である。

　各サブ指標は，推計プロセスでは原料やエネルギー種別に推計されるが，投

入エネルギーと産出エネルギーとして熱量換算された値は集計可能となるの

で，指標は地域や国単位で示すことができる。これらの指標は，石油などの枯

渇性資源や風力・水力などの再生可能資源など，バイオエネルギー以外のエネ

ルギー投入と比較することで，バイオエネルギーの効率性評価，エネルギー自

給の評価など地域のエネルギー安全保障を評価することに有用となる。

４．３　指標19：粗付加価値

　本指標は，生産されたバイオエネルギー単位量当たり（MJ）の粗付加価値（US

ドル）と，国内総生産に対するシェア（％）で示される。粗付加価値は，バイ

オエネルギー関連部門の総産出額から中間投入を控除したものであるので，バ

イオエネルギー関連部門の投入構造を明確にすることが必要である。また，バ

イオエネルギー関連部門とはバイオエネルギーのバリューチェーンを意味する
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ので，これも明確な定義付けがなされる必要がある。例えば，農業部門では食

料などのバイオエネルギー以外の目的で生産される農産物が非常に多いが，ど

のような農業部門（あるいは作物）がどの程度バイオエネルギーと関連するの

かを明確にしなければならない。

　粗付加価値は資本減耗を含むので，バイオエネルギー関連部門の資本減耗を

明確にすることで純付加価値を推計することが可能となる。また，天然資源の

枯渇，土地や森林の劣化などの自然資本の減耗を考慮することで環境勘定への

拡張も可能である。このため環境勘定では，バイオエネルギー生産により引き

起こされた土地劣化や土地改良，森林破壊，植林，森林再生など自然資本の減

耗・変化を他の原因による変化と明確に区分して捉える必要がある。これらは

環境軸の指標群と密接に関係する。さらに，こうしたことを包括的に捉えるツー

ルとして環境経済統合勘定（SEEA：System of Environmental - Economic 

Accounting23）がある。SEEAは特定の問題領域に焦点を当てた勘定もあり，バ

イオエネルギーに関してはSEEAエネルギー（SEEA-E：SEEA-Energy）と

してエネルギーに関して焦点を当てた勘定体系により取り扱うことができる。

　さらに，付加価値の変化はバイオエネルギー生産の国や地域における経済的

貢献度を示すことができるが，その変化の比較評価には新たなバイオエネル

ギー生産が行われていない状況（時点）の付加価値が基準（ベースライン）と

して使用される。

４．４　指標20：化石燃料の消費変化と従来のバイオマス利用の変化

　本指標は，国産バイオエネルギーによる輸入化石燃料代替を示すサブ指標

20.1と，近代的バイオエネルギーによる薪炭など従来のバイオマス代替を示す

サブ指標20.2から構成される。化石燃料代替については，さらにエネルギー量

（MJやMW）によるサブ指標20.1aと化石燃料購入費用の年間削減額（USドル）

23） System of integrated Environmental and Economic Accountingと表現されるこ
ともある。
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によるサブ指標20.1bにより評価される。

　サブ指標20.1aは，国産バイオエネルギーが輸入化石燃料をどの程度代替し

たかを示す指標である。その考え方は，バイオエネルギー生産に投入された輸

入化石燃料はバイオエネルギーとして生まれ変わると考えるものである。指標

値の簡便な推計方法として指標18で示されたエネルギー収支比を利用し，正味

のエネルギー産出量として推計する方法が示されている。次式は，その推計式

をGBEPの記述通りに示したものである。

　ここで，Efossilsub iは近代的バイオエネルギーにより代替された化石燃料タイ

プごとのエネルギー量，Ebioenergydomは国産バイオエネルギーの国内消費量，

NERdom_iは指標18と同様の化石燃料タイプごとのエネルギー収支比であり，指

標18において示したµiに相当する。ただし，投入エネルギー QInput_iとしては輸

入化石燃料のみを対象としている。Efossilsub iは，指標18の記述から明らかなよ

うに投入エネルギーと産出エネルギーの差である正味のエネルギー産出量を意

味する。従って，このエネルギー収支比を適正なものとするには，産出エネル

ギーは国内消費された国産バイオエネルギーに限定することが必要である。こ

のため，NERdom_iは次式のように計算されることになる。

　ここで，QInputfossil_import_iは輸入化石燃料の投入エネルギー量である。よって，

となり，Efossilsub iは正味のエネルギー生産を表すことになる。

　本指標の概念を再確認すると，「消費された国産バイオエネルギーは同等量

の輸入化石燃料の消費量に代替され，投入分の輸入化石燃料を控除することで
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正味の代替量となる。」というものである。

　また，NERdom_i＞1であれば本指標値（サブ指標20.1a）は正値として算出され

るが，NERdom_i＜1であれば負値となりバイオエネルギーが輸入化石燃料を代替

しないことを意味する。この点については，わが国のように輸入化石燃料への

依存率が非常に高い地域では特に注意が必要であろう。

　バイオエネルギー生産には，何らかのエネルギー投入が不可欠であるが本指

標は化石燃料の代替としてのみ捉えており，化石燃料以外の資源代替は示され

ない。バイオエネルギー需要は，その生産に投入されるエネルギー需要を生み

出すので，その投入エネルギー需要を化石燃料以外で賄う戦略を持つことは化

石燃料の消費拡大を抑制することになるであろう。ただし，その場合に利用可

能なエネルギー資源と適用する技術については，別の環境問題を誘発すること

がないように慎重な検討が求められる。

　次にサブ指標20.1bは，輸入品の化石燃料が国産バイオエネルギーにより代

替されると考え，輸入化石燃料の平均購入価格を用いて推計される。このこと

から明らかなように，本指標は仮想的に国産バイオエネルギーによる化石燃料

の輸入額の削減効果を評価しているが，実質的にそのような効果が存在するか

否かは指標からは即座に判断できない。また，その削減費用がバイオエネルギー

生産における他の生産要素の投入に振り替えられる可能性もある。さらには，

本指標ではバイオエネルギーを輸出することの経済効果を捉えることはできな

い。

　サブ指標20.2は，家計における調理や暖房・給湯に使用される従来のバイオ

マス利用が近代的なバイオエネルギーにより代替された程度を示すものであ

る。本指標は指標14のサブ指標14.1と関係するが，サブ指標14.1は近代的バイ

オエネルギーへのアクセス拡大をエネルギー量で示すものであるから，近代的

バイオエネルギーの需要量でもある。この中には，サブ指標20.1から輸入化石

燃料を代替する分が含まれているので，これを控除したものが従来のバイオマ

スのエネルギー利用に相当すると考えられている。

　ただ，近代的バイオエネルギーが従来のバイオマスのエネルギー利用の一部
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を代替する場合は，使用された近代的バイオエネルギー量が指標値に適用され

る。また，従来のバイオマスのエネルギー利用がすべて近代的バイオエネルギー

で代替される場合は従来のバイオマスのエネルギー量が使用される。本指標は，

わが国のような先進国では事例が少ないと思われる。わが国でも，薪炭などを

調理や給湯・暖房に使用する従来的なバイオマス利用は存在するが，その使用

理由が途上国のような貧困上の理由であるケースは非常に稀であると思われる

からである。いずれにしても，本指標値を推計するにはバイオマス利用に関す

る家計調査が必要であり，とりわけ農山漁村など都市以外の地域でのバイオマ

ス利用の実態解明が求められる。

４．５　指標21：職業訓練と資格再認定

　本指標は，バイオエネルギー関連部門の労働者において職業訓練を受けた労

働者の割合（サブ指標21.1）と，バイオエネルギー関連部門における総失業者

数に対する資格再認定された者の割合（サブ指標21.2）の２つのサブ指標で構

成される。労働者には賃金労働者やサラリーマンはもとより，自営業とその家

族労働者が含まれる。サブ指標21.1の対象となる職業訓練を受けた労働者とは，

バイオエネルギー関連部門の業務に関係する研修を受けた者，資格検定試験に

より資格認定された者，専門学校や高等教育機関において学位などを授与され

た者，およびOJT（On the Job Training）による訓練を受けた者も含まれる。

とくに，このOJTの判断が難しいと思われる。これには，農業従事者の農業技

術の熟練度や再生可能エネルギー技術に関する熟練度なども含まれるため，該

当者の判断基準を明確にすることが必要である。これには，指標12で示された

ことを考慮する必要があり，技能（スキル）的な基準だけではなく職務や職能，

職位なども考慮しなければならない。従って，バイオエネルギー関連部門の明

確な範囲設定，職業訓練を受けた労働者の定義と判断基準を設定した調査が必

要であろう。

　一方，サブ指標21.2は，バイオエネルギー関連部門の総失業者に対する資格

再認定（re-qualify）された者の割合とされているが，この資格再認定される
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意味は再就職に寄与することであるので，わが国では失業認定に相当すると考

えられる。従って，バイオエネルギー関連部門の明確な範囲設定により失業者

総数に対する完全失業者数の割合として推計可能と考えられる。

４．６　指標22：エネルギー多様性

　本指標は，バイオエネルギーによる一次エネルギー供給の多様性を評価する

指標である。指標値は年間の一次エネルギー総供給量（TPES：Total Primary 

Energy Supply）に対するバイオエネルギーの比率（0～1）で表される。

　しかしながら，TPESに対する比率では十分な多様性を表現することが困難

であることから，GBEPはハーフィンダール指数（HI：Herfindahl Index）24）

の適用を提言している。ハーフィンダール指数とは，一般的にはある市場分野

あるいは市場ドメインにおける企業の競争状態を表す一つの指標として利用さ

れている。その計算方法は，ある市場ドメインに属する企業の市場シェアをsi

（i＝1,2,･･･,n）とすると次式のように各シェアの平方和で表される。シェアと

して小数値（0～1）を使用する場合と，％の値（0～100）を使用する場合があ

るが，前者では最小値は０，最大値が１，後者では最小値が０，最大値が100

となり，最大値に近づくほど寡占・独占状態を表し，０に近づくほど完全競争

状態を表すものである。

　しかしながら，企業間のシェア格差が大きい場合や，企業数が少数である場

合も指数値は大きくなるので注意が必要である。本指標との関連では，ハーフィ

ンダール指数はTPESに対する各一次エネルギーのシェアを使用して計算さ

れ，指数値が小さいほど競争状態つまり多様性を示し，数値が大きくなるほど

特定の一次エネルギーの寡占化，独占化を示すことになる。

24） ハーフィンダール・ハーシュマン・インデックス（HHI：Herfindahl-Hirschman 
Index），あるいは寡占度指数とも呼ばれる。
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　GBEPでは，バイオエネルギーのTPESシェアの高さと一次エネルギー供給

の多様性から，次の４タイプの地域を数値例（バイオエネルギーの有無）とと

もに例示している。図１～４は各地域タイプのバイオエネルギー供給が行われ

ているケースのシェアを示している。

　Ａタイプ：多様性が高くバイオエネルギー供給シェアが低い地域

　Ｂタイプ：多様性が低くバイオエネルギー供給シェアも低い地域

　Ｃタイプ：多様性が高くバイオエネルギー供給シェアも高い地域

　Ｄタイプ：多様性は低いがバイオエネルギー供給シェアが高い地域

　また，これらの地域タイプ毎のハーフィンダール指数は表７の通り，バイオ

エネルギー供給が有り，エネルギー供給の多様性が高いほど，指数値は小さく

なる。

４．７　指標23：バイオエネルギー流通のためのインフラと物流

　本指標は，バイオエネルギーの流通に重要な道路や鉄道，パイプラインなど

の社会基盤の整備状況を評価するものである。指標は，社会基盤の数（サブ指

標23.1）と輸送容量（サブ指標23.2），およびそれらの輸送容量に対するバイオ

エネルギー国内消費量の比率（サブ指標23.3）の３つのサブ指標で構成される。

　本指標を推計するには，最初に輸送物と輸送手段を特定する必要がある。原

表７　ハーフィンダール指数

地域タイプ
ハーフィンダール指数

バイオエネルギー供給
有り

バイオエネルギー供給
無し

A 0.170 0.210

B 0.410 0.500

C 0.115 0.290

D 0.180 0.290

文献〔３〕より作成。
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料やバイオ燃料は，その物理的状態として固体，液体，ガスなどがあり，バイ

オエネルギーとしては電気もある。

　原料輸送，燃料輸送，エネルギー輸送の手段と経路としては，道路輸送，鉄

道輸送，水上輸送，パイプライン，送電線網などが対象となり，水上輸送に関

しては港湾施設なども含まれる。さらに，パイプラインや送電線を除いた輸送

手段では，一般に輸送物は不連続の輸送となるため一時的な貯蔵施設・保管施

設が必要となるため，これらについても指標の対象となる。

図１　Ａタイプ

図３　Ｃタイプ

図２　Ｂタイプ

図４　Ｄタイプ
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　輸送物の特性に照らした輸送手段が特定されると，次に主要な輸送経路を特

定する。輸送手段や輸送経路は，基本的に現状の化石燃料やガス輸送の状況か

ら特定することが現実的であろう。その状況から各輸送経路の輸送容量が推計

され，それら輸送物の一部がバイオ燃料に置き換えられるとする考え方により

指標値が算定できるであろう。電気についても同様に既存の送電線網を利用す

ることが現実的である。こうした現状のエネルギー輸送からサブ指標23.1と

23.2が推計できると考えられる。

　輸送容量は輸送物の状態により重量（トン）や容積（m3）などの物的単位

で表され，燃料などは熱量（MJ）として，電気は発電量との関係からはＭＷ，

電力量ではkWhとして表現することも可能である。とりわけサブ指標23.3では，

輸送手段との関係から適切な単位での計測値により指標値を算出することが望

ましいと考えられる。それゆえに，指標はバイオ燃料などの種類ごとに推計さ

れることが望ましい。

　さて，本指標はエネルギー供給の安定性を輸送方法や経路，手段の観点から

評価するものであり，そこではバイオエネルギーの流通経路におけるリスク評

価が含まれるべきである。そのため，物理的な輸送容量や輸送経路数では評価

できない気象変化による物流の中断や，代替路の状況なども含めた評価が必要

である。例えば，積雪寒冷地，台風や豪雨の発生頻度が高い地域，あるいは地

政学的観点から山岳地や島嶼群で構成される地域などでは輸送中断のリスクは

どの程度であるかを評価に含める必要があり，その方法論の確立が求められる。

また，単一の輸送経路しか持てない地域では，エネルギー備蓄能力と代替エネ

ルギーの利用可能性をも合わせた評価が必要で，指標22のエネルギー多様性な

ど他指標との組み合わせ評価を必要とする。

　こうした輸送経路の評価には，ネットワーク密度や連結性などを評価する指

数によるネットワーク分析の手法が援用されるので，そうした指標値の適用可

能性を吟味することも意義があると思われる。
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４．８　指標24：バイオエネルギー利用のキャパシティと柔軟性

　本指標は，バイオエネルギー利用の観点から全体のバイオエネルギー利用可

能量が実際の利用量に対してどの程度であるかを示すサブ指標24.1と，種々の

エネルギー源を利用できる柔軟なエネルギー利用可能量が全体のバイオエネル

ギー利用可能量に対してどの程度であるかを示すサブ指標24.2から構成される。

　サブ指標24.1は，実際の利用が利用可能量を超えることはできないので指標

値の最小値は１であり，この状態はバイオエネルギー利用に余力が無いことを

意味する。逆に指標値が１より大きいほどバイオエネルギー利用の余力が大き

いことを示すものとなる。

　一方，サブ指標24.2はバイオエネルギー利用の柔軟性を評価するため，単一

のエネルギー源ではなく代替燃料車のようにバイオエネルギーを含めた複数の

エネルギー源の利用が可能な機関や設備機器のエネルギー利用可能量が全体の

バイオエネルギー利用可能量の何％を占めるかを表すものである。従って，指

標値の最大値は１つまり100％であり，指標値が大きいほどエネルギー利用の

柔軟性が高いことを意味する。逆に指標値と１あるいは100％との差分は，バ

イオエネルギー専用の利用形態の程度を示すこととなる。つまり，本指標はエ

ネルギー需給の急激な変動に対する対応力の度合いを示す指標である。以上か

ら推察されるように，バイオエネルギー利用可能量はバイオエネルギー専用の

利用可能量と他のエネルギーとの混用が可能な潜在的な利用可能量を合わせた

ものであり，地域のバイオエネルギー利用のポテンシャル量とも言える。また，

柔軟性能力を示すことは，多様なエネルギー源に対応できる技術開発の必要性

を示唆するものとなろう。

　本指標は，利用機器の使用可能なエネルギー形態の制約があることから，固

体や液体，廃棄物などバイオエネルギーの種類毎に提示することが必要である。

これにより，バイオエネルギーを受容できる余力やエネルギー源に対する柔軟

性がどのような部門でどの程度であるのかを評価でき，対応方策の検討に資す

ることができる。

　GBEPでは表８のような本指標の数値例を示している。
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　【サブ指標24.1】Ａ国：300/100＝3，Ｂ国：120/100＝1.2

　【サブ指標24.2】Ａ国：（250/300）×100≒83.3％，Ｂ国：（40/120）≒33.3％

　本例によれば，Ａ国はバイオエネルギー利用の余力も柔軟性も高く，これに

対してＢ国は余力が小さく柔軟性も低い状況にあると評価される。

お わ り に

　GBEP指標は，最終的なバイオエネルギー製品の生産のみならず，バイオエ

ネルギー原料の生産も視野に入れている。このため，バイオエネルギー原料を

国外や地域外に依存する場合を考えると，これら指標は域内と域外について評

価される必要がある。特に，水資源や土地など地域に賦存する資源に関しては，

域内と域外の資源に対する影響度を明示する指標が必要である。一般的な市場

財と同様に，バイオエネルギー原料もその生産は発展途上地域で行われること

が少なくないと考えられる。そうすると，途上国などでは輸出品として生産す

るバイオエネルギー原料についてこうした指標を用いて持続可能性を持つ商品

であることを保証することが求められる。GBEPではこれらの指標評価は各国

の自発的意思に依存することを主張しているが，輸入国としては必要な情報で

あるため，輸入国がこれら指標を適用するならば，半ば強制的に原料生産国（輸

出国）に指標に関連する情報を求めることとなろう。しかし，こうしたバイオ

エネルギーの持続可能性に関する説明責任は需要側に帰属すると考えることも

表８　指標 24の数値例

単位：MTOE/年

輸送用バイオエネルギー A国 B国

利用量 100 100

利用可能量 300 120

柔軟性のある利用可能量 250 40

MTOE：Million Tons of Oil Equivalent：百万石油換算トン
文献〔３〕より作成。
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不自然では無い。そうであれば，需要側がバイオエネルギーのサプライチェー

ンをグリーン化するための努力として，原料生産国における指標評価をバック

アップすることが必要である。

　また，各指標値はバイオエネルギーの単位熱量あたりや年間値などの計測単

位を持つが，ある地域の指標値を原単位として適用する場合，生産システムや

地域特性の同質性が前提条件であることは言うまでもないが，汚染物質の排出

量などの変化が線形となることにも注意が必要である。これを少しでも回避す

るには，線形・非線形にかかわらず指標に関係する要因を変数とした関数を構

築することが望まれる。

　GBEP指標は指標間で相互関係を持つものが多い。これは各指標が独立性を

持たないことを意味している。しかしながら，指標間の関係性を分析すること

で，独立性の強い指標を見いだすことは可能であろう。その際，指標が目指す

経済社会のコンセプトを明確にすることが重要であり，そのコンセプトの基盤

となるものが独立性の高い指標項目となろう。そのコンセプトとは持続可能性

の概念である。

　GBEP指標はバイオエネルギーの持続可能性を評価する指標として開発され

たが，これらの指標はどのような持続可能性の程度を実現しようとするのかを

吟味する必要がある。つまり，GBEP指標では冒頭に述べた近代的エネルギー

サービスとしてバイオエネルギーサービスを捉えているからである。しかし，

このことは持続可能性を揺らぎのあるものとしているように思われる。持続可

能性の概念には，自然資本と人工資本の代替性に関して大きく２つの考え方が

ある。１つはこの２つの資本の代替性を容認する弱い持続可能性，もう１つは

その代替性を否定する強い持続可能性である。代替性とは自然資本による富は

人工資本による富により代替できるというものである〔9〕。GBEP指標はいず

れの概念に対応しているのかを検証することが必要である。

　本稿は，平成21～23年度科学研究費補助金（基盤研究（C）課題番号

21580399）の助成研究の成果の一部である。
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